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件　　　　　　　　　　名

門真市立保育所条例施行規則の制定について

門真市立社会体育施設等の優先使用に関する規則の制定につ
いて

門真市教育委員会文書管理規程及び門真市教育機関事務処理
規程の一部改正について

門真市学校プール運営委員会細則の一部改正について

門真市立保育所延長保育実施規則の制定について

門真市特別支援教育就学奨励費支給規則等の廃止について
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針の策定について

門真市生涯学習推進基本計画の策定について

諸報告

門真市保育の実施に関する条例施行規則の制定について

門真市立放課後児童クラブ条例施行規則の制定について

門真市立文化会館条例施行規則等の一部改正について
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議案第10号 

 

市長の権限に属する事務の補助執行に係る協議について 

 

子ども子育てに関する事務の一部について地方自治法（昭和22年法律第67号）第180

条の２の規定により、門真市長から次の事項を門真市教育委員会事務局職員へ補助執

行させたい旨協議があり、同意したいので、門真市教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出 

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介   

 

１ 補助執行される事務の変更 

 変更前 門真市立保育園の保育料の決定、徴収、減免及び還付に関すること 

 変更後 保育所保育料の決定、徴収、減免及び還付に関すること 

 

２ 補助執行する時期（始期） 

 平成26年４月１日から施行する。 

 

提案理由 

 

   子ども子育てに係る施策を一体的に行い、効率的かつ機動的な体制の構築を図るた

め、市長の権限に属する事務の補助執行に係る協議について同意するにつき、本案を

提出するものである。 
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○市長の権限に属する事務の補助執行に係る協議について 

 

１．概要 

 

 平成26年４月１日に予定される機構改革に伴い、平成26年１月24日に開会さ

れた平成26年門真市教育委員会第１回定例会議案第１号において、教育委員会

への委任及び補助執行を適用するにあたり、協議し、同意いただいたところで

ある。 

しかしながら、補助執行させる「保育料の決定、徴収、減免及び還付に関す

る事務」について、門真市立保育園を対象とした表現としているが、公立保育

園に加え、民間事業者が運営する保育所についても、同様の事務を行っている

ことから、対象施設の範囲を変更することについて、再度協議を行うものであ

る。 

 

２．変更の内容 

 

協議中、「補助執行させる事務」のうち、「門真市立保育園の保育料の決定、

徴収、減免及び還付に関すること。」について、「保育所保育料の決定、徴収、

減免及び還付に関すること。」と変更する。 

 

３．委任及び補助執行の開始時期 

 平成26年４月１日とする。 
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議案第11号 

 

門真市立社会体育施設等の優先使用に関する規則の制定について 

 

 門真市立社会体育施設等の優先使用に関する規則を制定するにつき、教育委員会の

議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 門真市内における社会体育施設等の使用機会の公平性を基本とした有効活用を図る

ため、施設の優先使用について必要な事項を定めるにつき、本案を提出するものであ

る。 
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門真市立社会体育施設等の優先使用に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、門真市内における社会体育施設等（以下「施設」という。）の使

用機会の公平性を基本とした有効活用を図るため、施設の優先使用について必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 優先使用 生涯スポーツの振興、青少年の健全育成等に資する事業等を行うに

当たり、施設を一般の使用許可（利用許可を含む。以下同じ。）の申請の受付期間

より前に優先的に使用を許可することをいう。 

⑵ 市民 本市の区域内に住所を有する者、本市の区域内に存する事務所又は事業

所に勤務する者及び本市の区域内に存する学校に在学する者をいう。 

⑶ 市内チーム 市民が過半数を占める団体をいう。 

（優先使用対象施設） 

第３条 優先使用の対象となる施設は、次に掲げる施設とする。 

 ⑴ 門真市立門真市民プラザ体育館 

 ⑵ 門真市立門真市民プラザグラウンド 

 ⑶ 門真市立青少年運動広場 

 ⑷ 門真市立旧第六中学校運動広場 

 ⑸ 門真市立テニスコート 

 ⑹ 門真市立中学校運動場 

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか、門真市教育委員会（以下「委員会」という。）が必

要と認める施設 

 （優先使用対象大会等） 

第４条 優先使用の対象となる大会等は、委員会が必要と認めた大会等で、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める大会等とする。 

⑴ 全日程を優先する大会等 全ての日程を優先する大会等で、次に掲げる大会等 

ア 本市又は委員会が主催し、又は共催する行事 
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イ 青少年の大会（参加者の過半数が18歳未満である大会をいう。） 

ウ 障害者の大会 

エ 高齢者の大会（参加者の過半数が65歳以上である大会をいう。） 

オ 総合型地域スポーツクラブの活動 

カ 大阪府大会、近畿大会又は全国大会の予選を兼ねる大会 

キ 指定管理者の自主事業 

ク 本市又は委員会が後援する行事 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、委員会が特に必要と認める大会等 

⑵ 単日のみを優先する大会等 前号アからケまでに該当しない大会等で、一部の

日程のみを優先する大会等（大会等の予備日及び準備に要する時間を含む。） 

２ 前項各号に掲げる大会等は、参加者の半数以上が市民又は市内チームである大会

等とする。ただし、他市又は他市の団体と協力して実施する大会等は、この限りで

ない。 

（優先使用の申請） 

第５条 優先使用の許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、門真市立

社会体育施設等優先使用許可・変更許可申請書（様式第１号。以下｢申請書｣という。）

に次の関係書類を添えて、委員会に提出しなければならない。 

⑴ 要項（大会等の内容が記載されたものをいう。） 

⑵ 参加予定チーム一覧（大会等に参加する予定の団体名又は個人名が記載された

ものをいう。） 

⑶ 試合組合せ表（大会等の行程が明記されたものをいう。） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める書類 

２ 申請書の受付期間は、大会等の属する月の４箇月前の月の初日（その日が門真市

の休日を定める条例（平成２年門真市条例第10号）第２条第１項に規定する市の休

日に当たるときは、その翌日。以下「優先使用受付開始日」という。）から一般の使

用許可申請の受付を開始する日の前月の20日までとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、委員会は、優先使用受付開始日より前に、申請者に対

し優先使用の年間の予定の提出を求め、優先使用について事前に調整することがで

きる。ただし、委員会が優先使用について事前に調整した場合であっても、申請者

は申請書を委員会に提出しなければならない。 
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（優先使用許可の決定方法） 

第６条 委員会は、申請書の提出を受けたときは、大会等の目的について審査し、次

に掲げる基準に従い、優先使用の許可の決定を行うものとする。 

⑴ 日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日の

優先使用の許可は、施設ごとに一般に開放する日を１箇月当たり１日以上を確保

した上で決定するものとする。 

⑵ 優先使用の許可をしようとする日に大会等が重複した場合の順位は、原則、第

４条第１項第１号に掲げる順序とする。ただし、同順位の大会等がある場合は、

委員会が大会等の内容を考慮し、決定するものとする。 

⑶ 全日程を優先する大会等は、大会等の参加予定チーム数、試合数、試合消化時

間等を精査して大会等を実施するのに必要な日数を決定するものとする。 

 （優先使用許可書の交付） 

第７条 委員会は、前条の規定により優先使用の許可をしたときは、申請者に門真市

立社会体育施設等優先使用許可・変更許可書（様式第２号。以下「優先使用許可書」

という。）を交付するものとする。この場合において、委員会は、指定管理者が管理

する施設の優先使用を許可したときは、速やかに当該施設の指定管理者に通知する

ものとする。 

（優先使用の辞退） 

第８条 前条の規定により、優先使用の許可を受けた者（以下「優先使用者」という。）

が優先使用を辞退しようとするときは、遅滞なく門真市立社会体育施設等優先使用

辞退届（様式第３号）に優先使用許可書を添えて委員会に提出しなければならない。 

２ 優先使用者は、次の各号のいずれかに該当したときは、直ちに委員会にその旨を

連絡するものとする。 

 ⑴ 全日程を優先する大会等で、優先使用の許可を受けた期間より短い期間で大会

等が成立し、残りの期間において優先使用する必要がなくなったとき。 

 ⑵ 単日のみを優先する大会等の予備日において優先使用の許可を受けている場合

にあっては、予定していた日に当該大会等が成立し、予備日に優先使用する必要

がなくなったとき。 

 （優先使用結果の報告） 

第９条 優先使用者は、大会等の終了後30日以内に門真市立社会体育施設等優先使用
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結果報告書（様式第４号）に次の関係書類を添えて、委員会に提出しなければなら

ない。 

 ⑴ 参加チーム一覧（大会等に参加した団体名又は個人名が記載されたものをいう。） 

 ⑵ 試合結果表（大会等の結果が明記されたものをいう。） 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める書類 

（優先使用許可の取消し等） 

第10条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、優先使用者に対し、優先

使用の許可を取り消し、又は優先使用の停止その他必要な措置を講ずることができ

る。 

 ⑴ この規則に違反したとき。 

 ⑵ 虚偽その他不正な手段により優先使用の許可を受けたとき。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が不適切な使用と認めたとき。 

２ 前項の規定による優先使用の許可の取消し等により優先使用者に損害が生じても、

委員会及び指定管理者はその責めを負わない。 

 （規則の見直し） 

第11条 委員会は、規則の見直しを行うに当たり、門真市社会教育委員条例（昭和39

年条例第11号）の規定により置かれた門真市社会教育委員に対し意見を求めるもの

とする。 

（細目） 

第12条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

 

門真市立社会体育施設等優先使用許可・変更許可申請書 

  年  月  日 

門真市教育委員会 様 

団体名 

代表者名 

住 所 

連絡先 

次のとおり門真市立社会体育施設等の優先使用許可・優先使用変更許可を受けたい

ので申請します。 

記 

行 事 名  

優先範囲 １ 全日程     ２ 単日               

目   的  

使用日時 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 

□別紙日程表のとおり 

※申請日数が複数日の場合は、別紙日程表に記入 

会   場 

市民プラザ[□グラウンド 体育館（□体育室 □柔道場 

□剣道場 □相撲場）]  □青少年運動広場 

旧第六中学校 [□グラウンド □体育館]  □テニスコート 

□その他（          ） 

チーム・試合数 

参加人数 

     チーム（市内  ・市外   ）   試合 

       人（市内  ・市外   ） 

予 備 日 

（単日の場合） 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 

※ 要項、参加予定チーム一覧及び試合組合せ表を添付すること。 

※ 申請日数が複数日の場合は、別紙日程表もあわせて添付すること。 
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様式第２号（第７条関係） 

 

門真市立社会体育施設等優先使用許可・変更許可書 

 

  年  月  日 

 

 様 

 

門真市教育委員会 印 

 

 

  年  月  日付け、門真市立社会体育施設等の（優先使用許可・優先使

用変更許可）の申請について、次のとおり許可します。 

 

記 

行 事 名  

優先範囲 １ 全日程     ２ 単日               

使用日時 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 

□別紙日程表のとおり 

会   場 

市民プラザ[□グラウンド 体育館（□体育室 □柔道場 

□剣道場 □相撲場）]  □青少年運動広場 

旧第六中学校 [□グラウンド □体育館]  □テニスコート 

□その他（          ） 

チーム・試合数 

参加人数 

     チーム（市内  ・市外   ）   試合 

       人（市内  ・市外   ） 

予 備 日 

（単日の場合） 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 
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別 紙 

 

門真市立社会体育施設等優先使用日程表 

 

行事名  

 

実施日 実施時間 会場 備考 

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

※ 申請日数が複数日の場合は、全ての日程を記入し、「門真市立社会体育施設等優先

使用許可・変更許可申請書」に添付すること。 
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様式第３号（第８条関係） 

 

門真市立社会体育施設等優先使用辞退届 

 

年  月  日 

門真市教育委員会 様 

団体名 

代表者名 

住 所 

連絡先 

 

次のとおり門真市立社会体育施設等の優先使用を辞退したいので、お届けします。 

 

行 事 名  

優先範囲 １ 全日程     ２ 単日               

使用日時 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 

□別紙日程表のとおり 

会   場 

市民プラザ[□グラウンド 体育館（□体育室 □柔道場 

□剣道場 □相撲場）]  □青少年運動広場 

旧第六中学校 [□グラウンド □体育館]  □テニスコート 

□その他（          ） 

チーム・試合数 

参加人数 

     チーム（市内  ・市外   ）   試合 

       人（市内  ・市外   ） 

予 備 日 

（単日の場合） 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 

辞退理由 
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様式第４号（第９条関係） 

 

門真市立社会体育施設等優先使用結果報告書 

 

  年  月  日 

門真市教育委員会 様 

団体名 

代表者名 

住 所 

連絡先 

次のとおり門真市立社会体育施設等の優先使用の結果を報告します。 

 

記 

 

行 事 名  

使用日時 

  年  月  日（ ） 

午前・午後  時  分～午前・午後  時  分 

□別紙日程表のとおり 

※許可日が複数日の場合は、別紙日程表に記入 

会   場 

市民プラザ[□グラウンド 体育館（□体育室 □柔道場 

□剣道場 □相撲場）]  □青少年運動広場 

旧第六中学校 [□グラウンド □体育館]  □テニスコート 

□その他（          ） 

チーム・試合数 

参加人数 

     チーム（市内  ・市外   ）   試合 

       人（市内  ・市外   ） 

※ 参加チーム一覧及び試合結果表を添付すること。 
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別 紙 

 

門真市立社会体育施設等優先使用結果日程表 

 

行事名  

 

実施日 実施時間 会場 備考 

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 

  

／ 

（ ） 

午前・午後  時  分～ 

午前・午後  時  分 
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議案第12号 

 

門真市立保育所条例施行規則の制定について 

 

 門真市立保育所条例施行規則を制定するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、門真市立保育所条例（平成元年門真市条例

第５号）の施行について必要な事項を定めるにつき、本案を提出するものである。 
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門真市立保育所条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、門真市立保育所条例（平成元年門真市条例第５号）の施行につ

いて必要な事項を定めることを目的とする。 

（職務） 

第２条 園長は、上司の命を受けて保育所の事務を処理し、所属職員を指揮監督する。 

（定員） 

第３条 保育所の定員は、次の表に掲げるとおりとする。  

名称 定員 

門真市立上野口保育園 70名 

門真市立浜町保育園 100名 

門真市立南保育園 180名 

（保育時間） 

第４条 保育所の保育時間は、次に掲げるとおりとする。ただし、門真市教育委員会

（以下「委員会」という。）が必要と認めたときは、これを変更することができる。 

⑴ 通常保育 午前８時30分から午後４時30分まで 

⑵ 時間外保育 午前７時30分から午前８時30分まで及び午後４時30分から午後６

時30分まで 

（休所日） 

第５条 保育所の休所日は、次に掲げるとおりとする。ただし、委員会が必要と認め

たときは、これを変更し、又は臨時に休所することができる。 

⑴ 日曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

⑶ 12月29日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

（委任） 

第６条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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議案第13号 

 

門真市立保育所延長保育実施規則の制定について 

 

 門真市立保育所延長保育実施規則を制定するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、門真市立保育所における延長保育の実施に

ついて必要な事項を定めるにつき、本案を提出するものである。 
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門真市立保育所延長保育実施規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴う保育時間

の延長に対する需要に対応するため、門真市立保育所において延長保育を行うこと

により、児童福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において「延長保育」とは、午後６時30分から午後７時までの間に

行う保育をいう。 

（実施施設） 

第３条 延長保育を実施する施設（以下「実施施設」という。）は、次の表のとおりと

する。 

名称 

門真市立上野口保育園 

門真市立浜町保育園 

門真市立南保育園 

（対象児童） 

第４条 延長保育の対象となる児童（以下「対象児童」という。）は、児童福祉法（昭

和22年法律第164号）第24条第１項本文の規定により実施施設において保育されてい

る児童であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 保護者の就労形態、通勤時間等により、延長保育を常態として必要としている

児童 

⑵ 保護者の急な残業その他のやむを得ない事由により、延長保育が必要であると

認められる児童 

（延長保育の利用の申請） 

第５条 対象児童の保護者で延長保育を希望する者（以下「申請者」という。）は、あ

らかじめ延長保育利用申請書（様式第１号）により、門真市教育委員会（以下「委

員会」という。）に申請しなければならない。ただし、前条第２号に該当する者で、

１日を単位として利用し、かつ、緊急であると認められる場合は、実施施設の園長

に口頭により申請することができる。 
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（延長保育の利用の承認及び通知） 

第６条 委員会は、前条本文の規定による申請があった場合は、当該申請に係る書類

を審査し、その内容が第４条に規定する要件に該当すると認めたときは、延長保育

の利用を承認し、その旨を延長保育利用承認書（様式第２号）により申請者に通知

するものとする。ただし、前条ただし書の規定により申請があった場合は、口頭に

より承認することができる。 

２ 前条ただし書の規定に基づき、延長保育を利用した児童の保護者は、当該延長保

育を利用後、直ちに延長保育利用届出書により委員会に届け出なければならない。 

（延長保育の利用の中止） 

第７条 延長保育の利用の承認を受けた児童の保護者（以下「利用承認保護者」とい

う。）は、当該延長保育の必要がなくなったときは、延長保育利用中止届出書（様式

第３号）により、委員会に届け出なければならない。 

２ 委員会は、前項の規定による届出を受けたときは、延長保育解除通知書（様式第

４号）により、当該届出をした利用承認保護者に通知するものとする。 

（延長保育の利用の承認の取消し） 

第８条 委員会は、対象児童が第４条に規定する要件に該当しなくなったと認めると

きは、延長保育の利用の承認を取り消すことができる。 

（委任） 

第９条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

 この規則は、平成26年４月１日から施行する。  
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様式第１号（第５条関係） 

 
延 長 保 育 利 用 申 請 書                

  門真市教育委員会 様 

保 育 園 

経 由 

保育園長印 

 

住 所            

保護者 氏 名        ○印    

電 話            

  次のとおり延長保育の利用を申請します。 

記 

児 童 氏 名 

年  月  日生（    組） 

年  月  日生（    組） 

年  月  日生（    組） 

年  月  日生（    組） 

 延 長 保 育 （ 有 料 ）              

時 間 帯 午後   時   分 ～ 午後   時   分 

利 用 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

送 迎 者 
氏 名 

（続柄    ） 

氏 名 

（続柄    ） 

 父 親 母 親 

勤 務 先 

所在地 

事業所名 

（電話        ） 

勤務内容 

所在地 

事業所名 

（電話        ） 

勤務内容 

勤 務 時 間 時  分 ～  時  分 時  分 ～  時  分 

通 勤 時 間 
自宅   保育園   勤務先 

（   分） （   分） 

自宅   保育園   勤務先 

（   分） （   分） 

利 用 交 通 

機 関 

自宅   保育園   勤務先 

（      ）（      ） 

自宅   保育園   勤務先 

（      ）（      ） 

 ※利用交通機関欄の（  ）内には、それぞれの区間において利用する交通機関を記入
してください。 
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様式第２号（第６条関係） 

 

年  月  日   

   （氏    名）様 

延 長 保 育 利 用 承 認 書                

門真市教育委員会 □印    

  延長保育については、次のとおり承認したので通知します。 

記 

決 定 の 内 容  

申込児童の氏名 

及 び 生 年 月 日 
年   月   日生    

承認延長保育時間 時  分  から  時  分まで  

承 認 し た 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

延 長 保 育 料 円       
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様式第３号（第７条関係） 

 

延 長 保 育 利 用 中 止 届 出 書                

年  月  日   

   門真市教育委員会 様 

保護者             

住 所            

氏 名        ○印    

電 話            

  次のとおり延長保育の利用を中止したいので届け出ます。 

記 

延 長 保 育 

実 施 児 童 

の氏名   

 生年月日 年  月  日 生 

 生年月日 年  月  日 生 

 生年月日 年  月  日 生 

中止年月日     年   月   日 

中止の理由 
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様式第４号（第７条関係） 

 

年  月  日   

   （氏    名）様 

延 長 保 育 解 除 通 知 書                

門真市教育委員会 □印    

  次の児童について、延長保育の実施を解除しましたので通知します。 

記 

利用児童の氏名 

及 び 生 年 月 日 年   月   日生 

利 用 保 育 所 の 

名称及び所在地 
 

延長保育の実施の

解 除 の 年 月 日 
         年   月   日 

延長保育の実施の

解 除 の 理 由 
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議案第14号 

 

門真市保育の実施に関する条例施行規則の制定について 

 

 門真市保育の実施に関する条例施行規則を制定するにつき、教育委員会の議決を求

める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、門真市保育の実施に関する条例（昭和62年

門真市条例第３号）について必要な事項を定めるにつき、本案を提出するものである。 
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門真市保育の実施に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、門真市保育の実施に関する条例（昭和62年門真市条例第３号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（入所の申込み） 

第２条 児童の保育所への入所を希望する保護者は、保育所入所申込書（様式第１号）

を門真市教育委員会（以下「委員会」という。）に提出しなければならない。 

（入所の承諾等） 

第３条 委員会は、前条の申込書を受理した場合は、必要な調査を行い、保育の実施

を決定したときは、保育所入所承諾書（様式第２号）により保護者に通知するもの

とする。 

２ 委員会は、前項の調査の結果、当該入所の申込みが条例第２条に規定する保育の

実施基準（以下「保育の実施基準」という。）に該当しないと認めたとき又は次の各

号のいずれかに該当するときは、保育所入所不承諾通知書（様式第３号）により保

護者に通知するものとする。 

⑴ 保育所の定員に余裕がないとき。 

⑵ 児童が感染性の疾病を有するとき。 

⑶ 児童が身体虚弱のため集団保育に堪えないと認められるとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、委員会が不適当と認めるとき。 

３ 委員会は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第35条第４

項の規定に基づき設置されている保育所（以下「民間保育所」という。）への入所の

承諾を決定したときは、入所委託通知書（様式第４号）により当該民間保育所の長

に通知するものとする。 

（届出義務） 

第４条 保護者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに委員会に届け出な

ければならない。 

⑴ 入所児童又はその家族が感染性の疾病にかかったとき。 

⑵ 入所児童を長期に欠席させ、又は退所させようとするとき。 

⑶ 保育の実施基準に該当しなくなったとき。 
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⑷ 住所、世帯構成その他申請内容に異動が生じたとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、委員会が届出を必要と認める事由が生じたとき。 

（保育の実施の解除等） 

第５条 委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、保育の実施を解

除し、又は停止することができる。 

⑴ 保育の実施基準に該当しなくなったとき。 

⑵ 保護者が、保育所が行う保育上の指示に従わないとき。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が不適当と認めたとき。 

２ 委員会は、保育の実施の解除を決定したときは保育実施解除通知書（様式第５号）

により、保育の実施の停止を決定したときは保育実施停止通知書（様式第６号）に

より、保護者及び当該民間保育所の長に通知するものとする。 

（委任） 

第６条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前において門真市保育の実施に要

する費用に関する規則（平成26年門真市規則第 号）による廃止前の門真市保育の

実施に関する条例施行規則（昭和63年門真市規則第27号）により入所措置を受けて

いる児童で、施行日現在、引き続き入所措置を受けているものについては、この規

則に基づいて入所措置されたものとみなす。 
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様式第１号（第２条関係） 
 

第 号 保 育 所 入 所 申 込 書               

 

年  月  日   

   門真市教育委員会 様 

保護者                

住  所：              

氏  名：            ○印  

電話番号：      （呼出  方） 

  保育所への入所につき次のとおり申し込みます。なお、保育料算定の際に、保護者及

び世帯員の課税状況の確認が必要な場合は、担当職員が市民税課税台帳を閲覧し、課税

状況を調査することに同意します。 

入 所 児 童 
ふりがな  生 年 月 日 性 別 備 考 

氏 名   年  月 日 男・女  

入所を希望 

する保育所名 

第１希望 

第２希望 

第３希望 

保育の実施を希望する期間   年  月  日から  年  月  日まで 

保育の実施を 

必要とする 

理 由 

両親等：（  ）、（  ） 

 

 〇 入所児童の家庭の状況 

区

分 
氏 名 

入所児
童との
続 柄 

生 年 月 日 性 別 職      業 

入
所
児
童
の
世
帯
員 

  年 月 日 男・女  

  年 月 日 男・女  

  年 月 日 男・女  

  年 月 日 男・女  

  年 月 日 男・女  

  年 月 日 男・女  

生 活 保 護 の 状 況 適用なし・適用あり（  年 月 日保護開始） 
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様式第２号（第３条関係） 

 

                                        年  月  日   

 

 

 

 

 （氏    名）様             

 

門真市教育委員会 □印   

 

 

保育所入所承諾書 

 

 

  申込みのありました保育所への入所について次のとおり承諾します。 

入所する児童の氏名 

及 び 生 年 月 日 
年  月  日生 

入 所 す る 

保 育 所 の 名 称 

 

保 育 の 実 施 期 間 年 月 日から  年 月 日まで 

保 育 料 の 月 額 

及 び 納 入 方 法 

保育料の月額及び納入方法は別途通知書でお知らせしま

す。 

（備考） 

 １ 保育料について変更のあった場合はその旨通知いたします。 

 ２ 保育所入所申込書の記載事項に変更が生じた場合には、速やかにその旨を

届け出て下さい。 

 ３ 保育の実施期間中であっても保育所へ入所できる基準に該当しなくなった

場合には、保育の実施を解除します。 
  （教示） 

   １ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日

以内に、門真市教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

   ２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、門真市を被告として（教育委員会が被告の代表者となります。）

提起することができます。 

     なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この

決定の日の翌日から起算して１年を経過するとこの決定の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。 

     ただし、１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６箇月以内に、この決定の取消しの訴えを提起することができ

ます。 
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様式第３号（第３条関係） 

 

 

                            年  月  日   
 

 

                                                                            

（氏    名）様           

 

門真市教育委員会 □印 

                      

保育所入所不承諾通知書 

 

          

     申込みのありました保育所の入所については、次の理由により入所できませんの

で通知します。 

対象児童             年  月  日生 

申込保育所 

 

 

 

理由 
 

（備考） 

 

 

  （教示） 

   １ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日

以内に、門真市教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

   ２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、門真市を被告として（教育委員会が被告の代表者となります。）

提起することができます。 

     なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この

決定の日の翌日から起算して１年を経過するとこの決定の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。 

     ただし、１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６箇月以内に、この決定の取消しの訴えを提起することができ

ます。 
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様式第５号（第５条関係） 

 

                    年  月  日 

 

 

 

 

 （氏    名）様          

  門真市教育委員会 □印 

                                            

保育実施解除通知書 

 

     次の児童について保育の実施を解除することにいたしましたから、通知します。 

入所する児童の氏名 

及 び 生 年 月 日 
年  月  日生 

入 所 す る 

保 育 所 の 名 称 

 

保 育 の 実 施 の 

解 除 の 年 月 日 
年   月   日 

保 育 の 実 施 の 

解 除 の 理 由 

 

（備考） 

 

 

  （教示） 

   １ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日

以内に、門真市教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

   ２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、門真市を被告として（教育委員会が被告の代表者となります。）

提起することができます。 

     なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この

決定の日の翌日から起算して１年を経過するとこの決定の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。 

     ただし、１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６箇月以内に、この決定の取消しの訴えを提起することができ

ます。 
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様式第６号（第５条関係） 

 

年  月  日   

 

保 育 実 施 停 止 通 知 書                

 

         様 

門真市教育委員会 □印   

 

  次のとおり保育の実施を停止します。 

入所児童の氏名 

及 び 生 年 月 日 
年   月   日生  

入所中の保育所の

名称及び所在地 

 

停 止 期 間    年  月  日から    年  月  日 

理 由 

 

 （教示） 

   １ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して60日以内に、門真市教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

   ２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内に、門真市を被告として（教育委員会が被告の代表

者となります。）提起することができます。 

     なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であって

も、この決定の日の翌日から起算して１年を経過するとこの決定の取消しの訴えを

提起することができなくなります。 

     ただし、１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、この決定の取消しの訴えを提起

することができます。 
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議案第15号 

 

門真市立放課後児童クラブ条例施行規則の制定について 

 

 門真市立放課後児童クラブ条例施行規則を制定するにつき、教育委員会の議決を求

める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、門真市立放課後児童クラブ条例（平成16年

門真市条例第20号）の施行について必要な事項を定めるにつき、本案を提出するもの

である。 
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門真市立放課後児童クラブ条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、門真市立放課後児童クラブ条例（平成16年門真市条例第20号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定員） 

第２条 条例第３条に規定する放課後児童クラブの定員は、次の表のとおりとする。  

名称 クラブ数 １クラブの定員 

門真市立門真小学校放課後児童クラブ ３ 40人 

門真市立大和田小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立二島小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立四宮小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立古川橋小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立沖小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立上野口小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立速見小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立脇田小学校放課後児童クラブ ３ 40人 

門真市立北巣本小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立五月田小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立東小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立砂子小学校放課後児童クラブ ２ 40人 

門真市立門真みらい小学校放課後児童クラブ ４ 40人 

２ 門真市教育委員会（以下「委員会」という。）は、入会の申込状況により、特に必

要があると認めるときは、前項の定員を超えて児童を入会させることができる。 

（健全な育成を図ることが必要と委員会が認める児童） 

第３条 条例第４条第２号の健全な育成を図ることが必要と委員会が認める児童とは、

次に掲げる児童とする。 

⑴ 創造性、自主性及び協調性をはぐくむため、遊びを通した異年齢間の交流を行

う必要がある児童 
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⑵ 放課後等における児童の安全を確保し、及び生活を支援する必要がある児童 

⑶ 家庭に代わる生活の場及び適切な遊びの場を確保する必要がある児童 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、委員会が特に必要と認める児童 

（開設時間） 

第４条 門真市立放課後児童クラブ（以下「放課後児童クラブ」という。）の開設時間

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

⑴ 月曜日から金曜日まで（小学校の休業日（門真市立小学校及び中学校の管理運

営に関する規則（昭和33年教育委員会規則第１号）第２条第１項第２号に規定す

る休業日をいう。次号において同じ。）を除く。） 放課後から午後６時まで 

⑵ 土曜日及び小学校の休業日 午前８時30分から午後６時まで 

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、特に必要と認めるときは同項各号に定める

時間を臨時に変更することができる。 

（休会日） 

第５条 放課後児童クラブの休会日は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 日曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

⑶ ３月31日（その日が日曜日であるときは、その前日とする。） 

⑷ 12月29日から翌年の１月３日までの日（第２号に掲げる日を除く。） 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める日 

（入会の申込み） 

第６条 条例第５条第１項の許可を受けようとする保護者は、委員会が定めるところ

により、年度ごとに門真市立放課後児童クラブ入会申込書（様式第１号）により、

委員会に申し込まなければならない。 

（入会の決定等） 

第７条 委員会は、前条の申込書の提出を受けたときは、条例第４条に規定する入会

の資格について審査し、放課後児童クラブへの入会の可否を決定するものとする。

ただし、入会を希望する児童が第２条に規定する定員を超えるときは、委員会が別

に定める基準に従い、入会の可否を決定するものとする。 

２ 委員会は、前項の規定により放課後児童クラブへの入会を決定したときは門真市

立放課後児童クラブ入会許可書（様式第２号）を、入会を許可しないことを決定し
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たときは門真市立放課後児童クラブ入会不許可通知書（様式第３号）により当該申

込みをした保護者に通知するものとする。 

（届出） 

第８条 放課後児童クラブに在会している児童の保護者は、次の各号のいずれかに該

当するときは、直ちにその旨を委員会に届け出なければならない。 

⑴ 放課後児童クラブに在会している児童又はその家族が感染性の疾病にかかった

とき。 

⑵ 放課後児童クラブに在会している児童を長期に欠席させ、又は退会させようと

するとき。 

⑶ 第６条の規定による申込みの内容に変更があったとき。 

（出席停止又は退会） 

第９条 条例第６条第４号の委員会が不適当と認めるときとは、次のとおりとする。 

⑴ 放課後児童クラブに在会している児童の保護者が正当な理由がなく条例第７条

のクラブ費を３月以上滞納したとき。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、委員会が不適当と認めるとき。 

２ 委員会は、条例第６条の規定により放課後児童クラブに在会している児童の出席

を停止し、又は当該児童を退会させるときは、門真市立放課後児童クラブ出席停止・

退会通知書（様式第４号）により当該児童の保護者に通知するものとする。 

（細目） 

第10条 この規則に定めるもののほか、放課後児童クラブに関し必要な事項は、教育

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前において門真市立放課後児童ク

ラブのクラブ費に関する規則（平成26年門真市規則第 号）による廃止前の門真市

立放課後児童クラブ条例施行規則（平成18年門真市規則第67号）により放課後児童

クラブに在会している児童で、施行日現在、引き続き放課後児童クラブに在会して

いる児童については、この規則に基づいて放課後児童クラブに入会の決定をされた
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ものとみなす。 
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様式第１号（第６条関係） 

（表） 
 

門真市立放課後児童クラブ入会申込書 

 
年  月  日   

  門真市教育委員会 様 

                           （〒５７１―      ） 

保護者 住所：門真市              

氏名：               ○印  

電話：    （     ）      
 

  門真市立放課後児童クラブの利用について、門真市立放課後児童クラブ条例施行規則第６条の規
定により、次のとおり入会を申し込みます。 

児
童
名 

フ リ ガ ナ  
男
・
女 

就 学 （ 予 定 ） 小 学 校 （新）学 年 

氏 名  
小 学 校 年 

生 年 月 日   年   月   日 

 

保
護
者 

氏 名 続柄 生年月日 携帯電話 勤 務 先 勤務先電話 

      

      

 

他

の

世

帯

構

成 

氏 名 続柄 生年月日 氏 名 続柄 生年月日 

      

      

      

※世帯構成は、同居家族全員について記入してください。（続柄は入会希望児童から見たもの） 

入
会
希
望
理
由 

児童又はその保護者について、該当するところの□にレ印を入れてください。 

 □ １ 保護者が昼間に居宅外で労働をしているため 

 □ ２ 保護者が昼間に居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をしているため 

 □ ３ 保護者が長期にわたり疾病等の状態にあり、又は同居の親族を常時介護しているため 

 □ ４ 児童の創造性、自主性、協調性をはぐくむため、遊びを通した異年齢間の交流を希望 

    するため 

 □ ５ 放課後等における児童の安全を確保し、生活の支援を希望するため 

 □ ６ 求職中のため 

 □ ７ その他 

※入会希望理由１，２に該当される方は雇用証明書、３～７に該当する方は申立書を添付してください。 

口座振替について □ 申込済み   □ 希望する   □希望しない   

 

 裏面も必ずご記入ください。 
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（裏） 

 
  下校方法は、「５時集団下校」又は「お迎え」の２通りです。 

  ５時集団下校を希望される方は空欄に○印、お迎えでの下校を希望される方は時間を記入してください。 

  お休みの場合、理由欄の該当するところに印を付けてください。 

 

 下校方法 月 火 水 木 金 土  

 ５時集団下校              

 お迎え ： ： ： ： ： ：  

 お休み        

 理由 

・習い事 

・保護者在宅 

・その他 

(     ) 

・習い事 

・保護者在宅 

・その他 

(     ) 

・習い事 

・保護者在宅 

・その他 

(     ) 

・習い事 

・保護者在宅 

・その他 

(     ) 

・習い事 

・保護者在宅 

・その他 

(     ) 

・習い事 

・保護者在宅 

・その他 

(     ) 

 

 

同居の家族以外の緊急連絡先 

氏 名 続柄 緊急連絡先 氏 名 続柄 緊急連絡先 

      

      

 ※ 緊急連絡先は、祖父母や親しい友人の電話番号等を記入してください。 

 児童について                       （はい の方は内容を記載してください。） 

健康状態 
 
アレルギーがある 
 
支援学級に在籍（予定）である 
 
障がい者手帳を持っている 

 持病がある・  異常なし  （                  ） 
 
  はい  ・  いいえ   （                  ） 
 
  はい  ・  いいえ   （                  ） 

 
  はい  ・  いいえ   （手帳の種類：            ） 

 

放課後児童クラブの入会に当たり、児童の健康上又は生活上知らせ

ておきたいことがある場合は、下記に記入してください。 
自宅から学校までの概略図 
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様式第２号（第７条関係） 

年  月  日   

 

   （氏    名） 様 

 

門真市教育委員会 □印    

 

門真市立放課後児童クラブ入会許可書 

 

      年  月  日付けで申込みのあった放課後児童クラブの入会について、門

真市立放課後児童クラブ条例施行規則第７条の規定により、次のとおり入会を許可しま

す。 

児 童 の 氏 名  

ク ラ ブ の 名 称  学 年  

入 会 年 月 日       年    月    日 

入 会 期 間  

ク ラ ブ 費  

 （注意）生活保護法に基づく保護を受けている者その他市長が特別の事由があると認め

る者は、クラブ費が減額又は免除されますので、減免の手続をしてください。 
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様式第３号（第７条関係） 

 

年  月  日   

 

   （氏    名） 様 

 

門真市教育委員会 □印    

 

門真市立放課後児童クラブ入会不許可通知書 

 

      年  月  日付けで申込みのあった放課後児童クラブの入会について、門

真市立放課後児童クラブ条例施行規則第７条の規定により、次のとおり入会できません

ので通知します。 

児 童 の 氏 名  

ク ラ ブ の 名 称  

不 許 可 の 理 由  

 （教示） 

   １ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に、門真市教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

   ２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、門真市を被告として（教育委員会が被告の

代表者となります。）提起することができます。 

     なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過するとこの決定の取消しの訴

えを提起することができなくなります。 

     ただし、１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、この決定の取消しの訴えを

提起することができます。 
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様式第４号（第９条関係） 

 

門真市立放課後児童クラブ出席停止・退会通知書 

 

年  月  日   

 

   （氏    名） 様 

 

門真市教育委員会 □印    

 

  放課後児童クラブに在会している児童について、次のとおり決定したので、門真市立

放課後児童クラブ条例施行規則第９条の規定により通知します。 

児 童 の 氏 名  

住 所  

放課後児童クラブの名称  

出席停止・退会の別 出  席  停  止  ・  退  会 

出席停止又は退会させる

理 由 
 

 （教示） 

   １ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に、門真市教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

   ２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、門真市を被告として（教育委員会が被告の

代表者となります。）提起することができます。 

     なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっ

ても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過するとこの決定の取消しの訴

えを提起することができなくなります。 

     ただし、１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、この決定の取消しの訴えを

提起することができます。 
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議案第16号 

 

門真市立文化会館条例施行規則等の一部改正について 

 

 門真市立文化会館条例施行規則（昭和43年門真市教育委員会規則第２号）等の一部

を次のように改正するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、所要の改正を行うにつき、本案を提出する

ものである。 

 



45 

   門真市立文化会館条例施行規則等の一部を改正する規則 

 

（門真市立文化会館条例施行規則の一部改正） 

第１条 門真市立文化会館条例施行規則（昭和43年教育委員会規則第２号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（許可書の交付等） （許可書の交付等） 

第５条の４ 委員会は、会館の使用を許可し

たときは、門真市立文化会館使用許可書（様

式第２号。以下「許可書」という。）を交

付する。この場合において、委員会は、市

長が使用料を減額し、又は免除したときは、

許可書にその旨を記入して交付するものと

する。 

第５条の４ 委員会は、会館の使用を許可し

たときは、門真市立文化会館使用許可書（様

式第２号。以下「許可書」という。）を交

付する。この場合において、委員会は、市

長が使用料を減額し、又は免除したときは、

許可書にその旨を記入して交付するものと

する。 

２～４ 略 ２～４ 略 

  

 （使用料の納付） 

 第６条 条例第７条本文の規定による使用料

の前納の時期は、使用許可を受けたときと

する。 

 ２ 条例第７条ただし書の委員会が特に必要

と認めるときとは、予約システムによる申

請をして使用許可を受けた登録者が次に掲

げる方法により使用料を納付する場合とす

る。 

 ⑴ 口座振替による方法 

 ⑵ 使用予定日の前日（その日が門真市の

休日を定める条例（平成２年門真市条例

第10号）第２条第１項に規定する市の休

日に当たるときは、その前日）までに納

付する方法 

  

（使用の辞退） （使用の辞退） 

第６条 使用者が会館の使用を辞退しようと

するときは、遅滞なく門真市立文化会館使

用辞退届（様式第３号）に許可書を添えて

委員会に提出しなければならない。 

 

２ 略 

第６条の２ 使用者が会館の使用を辞退しよ

うとするときは、遅滞なく門真市立文化会

館使用辞退届（様式第２号の２）に許可書

を添えて委員会に提出しなければならな

い。 

２ 略 
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改正後 改正前 

 （使用料の減免） 

 第７条 委員会は、徴収すべき使用料につい

て、条例第８条の規定により次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を減額し、又は免除することができる。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 使用料

に相当する額 

 ア 市又は委員会が使用する場合 

 イ 主に障害者で構成される団体が使用

する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の５割に相当する額 

 ア 主に中学生以下の者で構成される団

体が使用する場合 

 イ 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が使用する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の３割に相当する額 

 ア サークル登録団体が使用する場合 

 イ 社会教育関係団体が使用する場合 

 ウ 地域で活動する団体が使用する場合 

 エ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ２ 使用料の減額又は免除を受けようとする

者は、門真市立文化会館使用料減免申請書

（様式第３号）を委員会に提出しなければ

ならない。ただし、前項第１号アの場合に

あっては、これを省略することができる。 

 ３ 委員会は、使用料を減額し、又は免除し

たときは、許可書にその旨を記入して交付

するものとする。 

  

 （使用料の還付） 

 第８条 条例第９条ただし書の規定により使

用料の全部又は一部を還付できる場合は、

次の各号のいずれかに該当する場合とす

る。 
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改正後 改正前 

 ⑴ 災害その他使用者の責めによらない事

由により会館を使用できなくなった場合 

 ⑵ 使用者が会館の使用予定日前10日まで

に使用の辞退を申し出た場合 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が

相当の理由があると認めた場合 

 ２ 前項の規定により使用料の還付を受けよ

うとする者は、門真市立文化会館使用料還

付申請書（様式第４号）を委員会に提出し

なければならない。 

  

第７条 略 第９条 略 

  

第８条 略 第10条 略 

  

第９条 略 第11条 略 

  

第10条 略 第12条 略 

様式第３号及び様式第４号を削り、様式第２号の２を様式第３号とする。 

（門真市教育委員会公印規則の一部改正） 

第２条 門真市教育委員会公印規則（昭和43年教育委員会規則第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

 

番

号 
名称 

書

体 

寸法 

（ミ

リメ

ート

ル） 

印

材 

個

数 
使用区分 保管者 

  

番

号 
名称 

書

体 

寸法 

（ミ

リメ

ート

ル） 

印

材 

個

数 
使用区分 保管者 

 

 ～  略   ～  略  

 ５

―

３ 

略 

  ５

―

３ 

略 

 

 ５

―

４ 

大阪府門

真市教育

委員会事

務局こど

も未来部

長之印 

れ

い

書 

方18 つ

げ 

１ こども未

来部長名

をもつて

する一般

文書用 

こども

未来部

こども

政策課 

  ５

―

４ 

大阪府門

真市教育

委員会事

務局こど

も未来部

長之印 

れ

い

書 

方18 つ

げ 

１ こども未

来部長名

をもつて

する一般

文書用 

こども

未来部

こども

政策課 
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改正後 改正前 

 ～  略   ～  略  

   10 大阪府門

真市立浜

町幼稚園

之印 

て

ん

書 

方24 つ

げ 

１ 浜町幼稚

園名をも

つてする

文書用 

浜町幼

稚園長 

 

 10 

略 

  10

―

２ 

略 

 

    10

―

３ 

大阪府門

真市立北

巣本幼稚

園之印 

て

ん

書 

方24 つ

げ 

１ 北巣本幼

稚園名を

もつてす

る文書用 

北巣本

幼稚園

長 

 

 10

―

２ 

略 

  10

―

４ 

略 

 

 10

―

３ 

門真市立

上野口保

育園之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 上野口保

育園名を

もつてす

る文書用 

上野口

保育園

長 

  10

―

３ 

門真市立

上野口保

育園之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 上野口保

育園名を

もつてす

る文書用 

上野口

保育園

長 

 

 10

―

４ 

門真市立

浜町保育

園之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 浜町保育

園名をも

つてする

文書用 

浜町保

育園長 

  10

―

４ 

門真市立

浜町保育

園之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 浜町保育

園名をも

つてする

文書用 

浜町保

育園長 

 

 10

―

５ 

門真市立

南保育園

之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 南保育園

名をもつ

てする文

書用 

南保育

園長 

  10

―

５ 

門真市立

南保育園

之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 南保育園

名をもつ

てする文

書用 

南保育

園長 

 

 ～  略   ～  略  

   13 大阪府門

真市立浜

町幼稚園

長之印 

て

ん

書 

方21 つ

げ 

１ 浜町幼稚

園長名を

もつてす

る文書用 

浜町幼

稚園長 

 

 13  

略 

  13

―

２ 

略 

 

   13

―

３ 

大阪府門

真市立北

巣本幼稚

園長之印 

て

ん

書 

方21 つ

げ 

１ 北巣本幼

稚園長名

をもつて

する文書

用 

北巣本

幼稚園

長 

 

 13 略   13 略  
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改正後 改正前 

―

２ 

―

４ 

 13

―

３ 

門真市立

上野口保

育園長之

印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 上野口保

育園長名

をもつて

する文書

用 

上野口

保育園

長 

  13

―

３ 

門真市立

上野口保

育園長之

印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 上野口保

育園長名

をもつて

する文書

用 

上野口

保育園

長 

 

 13

―

４ 

門真市立

浜町保育

園長之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 浜町保育

園長名を

もつてす

る文書用 

浜町保

育園長 

  13

―

４ 

門真市立

浜町保育

園長之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 浜町保育

園長名を

もつてす

る文書用 

浜町保

育園長 

 

 13

―

５ 

門真市立

南保育園

長之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 南保育園

長名をも

つてする

文書用 

南保育

園長 

  13

―

５ 

門真市立

南保育園

長之印 

れ

い

書 

方21 つ

げ 

１ 南保育園

長名をも

つてする

文書用 

南保育

園長 

 

 ～  略   ～  略  

  

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

 番

号 
印影（ひな形） 名称 

  番

号 
印影（ひな形） 名称 

 

 ～  略   ～  略  

 ５

―

３ 

略 

  ５

―

３ 

略 

 

 

５

―

４ 

 大阪府門

真市教育

委員会事

務局こど

も未来部

長之印 

  

５

―

４ 

 大阪府門

真市教育

委員会事

務局こど

も未来部

長之印 

 

 ～  略   ～  略  

   

10 

 
大阪府門

真市立浜

町幼稚園

之印 

 

 

10 略 

  
10

―

２ 

略 

 

大
阪
府
門
真
市

教
育
委
員
会
事

務
局
こ
ど
も
未

来

部

長

之

印 
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改正後 改正前 

 

  

  

10

―

３ 

 
大阪府門

真市立北

巣本幼稚

園之印 

 

 10

―

２ 

略 

  10

―

４ 

略 

 

 

10

―

３ 

 

門真市立

上野口保

育園之印 

  

10

―

３ 

 

門真市立

上野口保

育園之印 

 

 

10

―

４ 

 

 

 

 

 

 

門真市立

浜町保育

園之印 

  

10

―

４ 

 

門真市立

浜町保育

園之印 

 

 

10

―

５ 

 

 

 

 

 

 

門真市立

南保育園

之印 

  

11

―

３ 

 

門真市立

南保育園

之印 

 

 ～  略   ～  略  

   

13 

 

大阪府門

真市立浜

町幼稚園

長之印 

 

 

13 略 

  13

―

２ 

略 

 

 

  

  

13

―

３ 

 

大阪府門

真市立浜

町幼稚園

長之印 
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改正後 改正前 

 13

―

２ 

略 

  13

―

４ 

略 

 

 

13

―

３ 

 

門真市立

上野口保

育園長之

印 

  

13

―

３ 

 

門真市立

上野口保

育園長之

印 

 

 

13

―

４ 

 

門真市立

浜町保育

園長之印 

  

13

―

４ 

 

門真市立

浜町保育

園長之印 

 

 

13

―

５ 

 

門真市立

南保育園

長之印 

  

13

―

５ 

 

門真市立

南保育園

長之印 

 

 ～  略   ～  略  

  

（門真市立公民館条例施行規則の一部改正） 

第３条 門真市立公民館条例施行規則（昭和51年門真市教育委員会規則第８号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（許可書の交付等） （許可書の交付等） 

第５条の４ 委員会は、公民館の使用を許可

したときは、門真市立公民館使用許可書（様

式第２号。以下「許可書」という。）を交

付する。この場合において、委員会は、市

長が使用料を減額し、又は免除したときは、

許可書にその旨を記入して交付するものと

する。 

第５条の４ 委員会は、公民館の使用を許可

したときは、門真市立公民館使用許可書（様

式第２号。以下「許可書」という。）を交

付する。この場合において、委員会は、市

長が使用料を減額し、又は免除したときは、

許可書にその旨を記入して交付するものと

する。 

２～４ 略 ２～４ 略 

  

 （使用料の納付） 

 第６条 条例第７条本文の規定による使用料

の前納の時期は、使用許可を受けたときと
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改正後 改正前 

する。 

 ２ 条例第７条ただし書の委員会が特に必要

と認めるときとは、予約システムによる申

請をして使用許可を受けた登録者が次に掲

げる方法により使用料を納付する場合とす

る。 

 ⑴ 口座振替による方法 

 ⑵ 使用予定日の前日（その日が門真市の

休日を定める条例（平成２年門真市条例

第10号）第２条第１項に規定する市の休

日に当たるときは、その前日）までに納

付する方法 

  

（使用の辞退） （使用の辞退） 

第６条 使用者が公民館の使用を辞退しよう

とするときは、遅滞なく門真市立公民館使

用辞退届（様式第３号）に許可書を添えて

委員会に提出しなければならない。 

 

２ 略 

第６条の２ 使用者が公民館の使用を辞退し

ようとするときは、遅滞なく門真市立公民

館使用辞退届（様式第２号の２）に許可書

を添えて委員会に提出しなければならな

い。 

２ 略 

  

 （使用料の減免） 

 第７条 委員会は、徴収すべき使用料につい

て、条例第８条の規定により次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を減額し、又は免除することができる。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 使用料

に相当する額 

 ア 市又は委員会が使用する場合 

 イ 主に障害者で構成される団体が使用

する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の５割に相当する額 

 ア 主に中学生以下の者で構成される団

体が使用する場合 

 イ 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が使用する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 
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改正後 改正前 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の３割に相当する額 

 ア サークル登録団体が使用する場合 

 イ 社会教育関係団体が使用する場合 

 ウ 地域で活動する団体が使用する場合 

 エ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ２ 使用料の減額又は免除を受けようとする

者は、門真市立公民館使用料減免申請書（様

式第３号）を委員会に提出しなければなら

ない。ただし、前項第１号アの場合にあっ

ては、これを省略することができる。 

 ３ 委員会は、使用料を減額し、又は免除し

たときは、許可書にその旨を記入して交付

するものとする。 

  

 （使用料の還付） 

 第８条 条例第９条ただし書の規定により使

用料の全部又は一部を還付できる場合は、

次の各号に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 災害その他使用者の責めによらない事

由により公民館を使用できなくなつたと

き。 

 ⑵ 使用者が公民館の使用予定日前10日ま

でに使用の辞退を申し出たとき。 

 ⑶ その他委員会において相当の理由があ

ると認めたとき。 

 ２ 前項の規定により使用料の還付を受けよ

うとする者は、門真市立公民館使用料還付

申請書（様式第４号）を委員会に提出しな

ければならない。 

  

第７条 略 第９条 略 

  

第８条 略 第10条 略 

  

第９条 略 第11条 略 

  

第10条 略 第12条 略 

  

第11条 略 第13条 略 
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様式第３号及び様式第４号を削り、様式第２号の２を様式第３号とする。 

（門真市立小・中学校施設設備使用条例施行規則の一部改正） 

第４条 門真市立小・中学校施設設備使用条例施行規則（昭和51年門真市教育委員会規則

第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（使用許可） （使用許可） 

第４条 委員会は、施設の使用を許可したと

きは、許可書（様式第２号）を交付するも

のとする。この場合において、委員会は、

市長が使用料を減額し、又は免除したとき

は、許可書にその旨を記入して交付するも

のとする。 

第４条 委員会は、施設の使用を許可したと

きは、許可書（様式第２号）を交付するも

のとする。この場合において、委員会は、

市長が使用料を減額し、又は免除したとき

は、許可書にその旨を記入して交付するも

のとする。 

２ 略 ２ 略 

  

 （使用料の納付） 

 第６条 使用者は、第４条第１項の規定によ

る許可書の交付を受けたときは、使用料を

納付しなければならない。 

 （使用料の減免） 

 第７条 委員会は、徴収すべき使用料につい

て、条例第７条の規定により次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を減額し、又は免除することができる。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 使用料

に相当する額 

 ア 本市若しくは委員会が主催し、又は

共催する行事のため使用する場合 

 イ 主に障害者で構成される団体が使用

する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の５割に相当する額 

 ア 主に中学生以下の者で構成される団

体が使用する場合 

 イ 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が使用する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 使用料
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改正後 改正前 

の３割に相当する額 

 ア 社会教育関係団体が主催する行事の

ため使用する場合 

 イ 地域で活動する団体が主催する行事

のため使用する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ２ 使用料の減額又は免除を受けようとする

者は、門真市立小・中学校施設設備使用料

減免申請書（様式第４号）を委員会に提出

しなければならない。ただし、前項第１号

アに掲げる場合にあっては、これを省略す

ることができる。 

 ３ 委員会は、使用料を減額し、又は免除し

たときは、許可書にその旨を記入して交付

するものとする。 

  

第６条 略 第８条 略 

  

第７条 略 第９条 略 

  

第８条 略 第10条 略 

  

第９条 略 第11条 略 

様式第４号を削る。 

（門真市立幼稚園の管理運営に関する規則の一部改正） 

第５条 門真市立幼稚園の管理運営に関する規則（昭和62年門真市教育委員会規則第９号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

 （通園バスの申請等） 

 第14条の６ 通園バスの使用を希望する園児

の保護者は、あらかじめ通園バス使用申請

書（様式第２号の４）により、園長を経由

して委員会に申請しなければならない。 

 ２ 委員会は、前項の規定による申請があつ

たときは、その内容を審査し、通園バスの

使用の可否を決定するものとする。 

 ３ 委員会は、前項の規定により通園バスの

使用を許可したときは、当該園児の保護者
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改正後 改正前 

に通園バス使用許可書（様式第２号の５）

を交付しなければならない。 

  

 （通園バスの使用の休止等） 

 第14条の７ 保護者は、園児が長期にわたり

通園バスを使用しないとき又は通園バスの

使用を止めるときは、通園バス使用（休止・

中止）届出書（様式第２号の６）により、

園長を経由して委員会に届け出なければな

らない。 

  

（通園バスの申請等） （保育料等の納付） 

第15条 通園バスの使用を希望する園児の保

護者は、あらかじめ通園バス使用申請書（様

式第３号）により、園長を経由して委員会

に申請しなければならない。 

第15条 入園料、保育料又は通園バス使用料

（以下「保育料等」という。）は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

日までに納付しなければならない。 

２ 委員会は、前項の規定による申請があつ

たときは、その内容を審査し、通園バスの

使用の可否を決定するものとする。 

⑴ 入園料 入園の日から10日以内 

⑵ 保育料及び通園バス使用料 毎月10 

  日。ただし、４月分又は月の中途におい

て入園した場合若しくは通園バスの使用

を開始した場合については、委員会が別

に定める日 

２ 月の中途において入園し、又は退園する

場合の保育料は、当該月分の全額を納付し

なければならない。 

３ 委員会は、前項の規定により通園バスの

使用を許可したときは、当該園児の保護者

に通園バス使用許可書（様式第４号）を交

付しなければならない。 

 

 ３ 前項の規定は、通園バス使用料について

準用する。 

  

 （時間外教育に係る利用料の納付） 

 第15条の２ 時間外教育に係る利用料は、当

月分を翌月の20日までに納付しなければな

らない。 

  

 （督促） 

 第15条の３ 園長は、保育料、時間外教育に

係る利用料又は通園バス使用料を納期限ま

でに納付しない者があるときは、納付の督

促をし、速やかに完納させるよう努めなけ

ればならない。 

  

（通園バスの使用の休止等） （保育料等の減免） 
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改正後 改正前 

第16条 保護者は、園児が長期にわたり通園

バスを使用しないとき又は通園バスの使用

を止めるときは、通園バス使用（休止・中

止）届出書（様式第５号）により、園長を

経由して委員会に届け出なければならな

い。 

第16条 条例第11条に規定する事由により保

育料等を減額し、又は免除する場合の額は、

次に定めるところによる。 

⑴ 園児の属する世帯の所得の状況に応じ

て保育料等（通園バス使用料を除く。以

下この号及び別表において同じ。）を減

額し、又は免除する場合は、別表の区分

の欄の区分に応じ、それぞれ同表の保育

料等の減免額の欄に定める額とする。 

 

 ⑵ 同一世帯から２人以上の幼児が幼稚園

に就園していることにより保育料を減額

する場合は、当該幼児のうち、最も年齢

の低い幼児（当該幼児が２人以上の場合

は、そのうちの１人とする。）の保育料

につき、月額1,000円とする。 

 ⑶ 園児の病気又は災害等特別の事情によ

り保育料等を減額し、又は免除する場合

は、保育料等の全額又は半額とし、期間

は６月以内とする。ただし、届出により

園児が休園する場合にあつては、９月以

内とする。 

 ⑷ 通園バスの使用状況に応じて通園バス

使用料を減額する場合（１月を単位とし

て通園バスを片道のみ使用するときに限

る。）は、通園バス使用料の半額とする。 

 ⑸ 委員会が特別の理由があると認めたと

きは、委員会が必要と認める額とする。 

 ２ 保育料等の減額又は免除を受けようとす

る保護者は、次の各号に掲げる場合に応じ、

それぞれ当該各号に定める書類に委員会が

指定する書類を添えて、園長を経由して委

員会に提出しなければならない。 

 ⑴ 前項第１号による保育料等の減額又は

免除の場合 保育料等減免措置に関する

調書（様式第３号） 

 ⑵ 前項第２号による保育料の減額の場合 

保育料減額申請書（様式第３号の２） 

 ⑶ 前項第３号から第５号までによる保育

料等の減額又は免除の場合 保育料等減

免申請書（様式第４号） 

 ３ 園長は、前項第３号に規定する申請書を
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改正後 改正前 

受けたとき（条例第11条第３号に規定する

事由によるものを除く。）は、意見書を添

えて、速やかに委員会に送付しなければな

らない。 

 ４ 委員会は、園長から第２項に規定する調

書又は申請書の送付を受けたときは、その

可否及び減額又は免除の金額を決定し、保

育料等減免通知書（様式第５号）により、

当該保護者に通知するものとする。 

別表を削る。 

様式第２号の４から様式第２号の６までを削り、様式第３号を次のように改める。 
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様式第３号（第15条関係） 

 

通園バス使用申請書 

 

年  月  日 

 

門真市教育委員会 様 

 

 

住   所             

保護者氏名           ㊞ 

連 絡 先   （    ）  

   

 

下記の園児に通園バスを使用させたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

ふりがな  

園 児 名  

幼稚園名 幼稚園（   歳児） 

使用期間 年    月   ～    年    月（８月を除く。） 

希望停留所  

緊急連絡先 

（※必ず日

中に連絡が

取れる連絡

先をご記入

ください。） 

１ 

氏名：             続柄： 

 

電話（自宅・勤務先・携帯）：    （    ） 

２ 

氏名：             続柄： 

 

電話（自宅・勤務先・携帯）：    （    ） 

３ 

氏名：             続柄： 

 

電話（自宅・勤務先・携帯）：    （    ） 
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様式第３号の２を削り、様式第４号及び様式第５号を次のように改める。 
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様式第４号（第15条関係） 
 

通園バス使用許可書 

 

保護者氏名  

園 児 名  

幼稚園名 幼稚園（   歳児） 

使用期間 年    月   ～    年    月（８月を除く。） 

使用停留所  

 

上記園児の通園バスの使用を許可します。 

 

 

年   月   日 

 

門真市教育委員会  □印  

 

 

１．自宅から指定されたバス停留所までの送迎は、保護者の責任で行ってください。 

 

２．指定されたバス停留所以外の場所では、乗降できません。 

 

３．時間外教育を利用したときは、保護者等が幼稚園に直接園児を迎えに来てください。 

 

４．バス使用料を３か月分滞納された場合は、バスの使用を停止させていただきます。 

 

５．その他、管理上必要な指示に従ってください。 
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様式第５号（第16条関係） 
 

 

 

通園バス使用（休止・中止）届出書 

 

 

年  月  日 

 

 

門真市教育委員会 様 

 

 

住  所                

保護者名             ㊞ 

 

  

下記の理由により、通園バスの使用を（休止・中止）させていただきたくお願いいたします。 

 

 

記 

 

園児名  

幼稚園名 幼稚園（   歳児） 

休止期間 

（休止の場合のみ） 
年  月  日  ～    年  月  日 

休止又は中止の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 



63 

（門真市奨学条例施行規則の一部改正） 

第６条 門真市奨学条例施行規則（平成５年門真市教育委員会規則第１号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（決定通知） （決定通知） 

第７条 委員会は、奨学生を決定したときは、

門真市奨学生決定通知書（様式第２号）に

より出願者及び在学学校長に通知するもの

とする。この場合において、委員会は、門

真市奨学金の支給時期等に関する規則（平

成26年門真市規則第 号）第２条第１項に

基づく支給期間を門真市奨学生決定通知書

に記入するものとする。 

第７条 委員会は、奨学生を決定したときは、

門真市奨学生決定通知書（様式第２号）に

より出願者及び在学学校長に通知するもの

とする。この場合において、委員会は、門

真市奨学金の支給時期等に関する規則（平

成26年門真市規則第 号）第２条第１項に

基づく支給期間を門真市奨学生決定通知書

に記入するものとする。 

２ 略 ２ 略 

  

 （支給期間等） 

 第９条 奨学金は、願書の受付年度の翌年度

の４月（以下「修業年限の始期」という。）

から第３学年を終了する年度の３月まで支

給する。ただし、その者に係る修業年限の

始期から３年間を限度とする。 

 ２ 奨学金は、上半期（４月１日から９月30

日までの期間をいう。）の分を９月末日ま

でに、下半期（10月１日から翌年の３月31

日までの期間をいう。）の分を３月末日ま

でに直接奨学生に支給する。 

  

第９条 略 第10条 略 

  

（資格喪失の通知） （資格喪失等の通知） 

第10条 委員会は、条例第６条の規定により

奨学生の資格喪失を決定したときは、門真

市奨学生資格喪失通知書（様式第５号）に

より当該奨学生及び在学学校長に通知する

ものとする。この場合において、委員会は、

市長が奨学金の支給決定の取消時期を決定

したときは、その旨を門真市奨学生資格喪

失通知書に記入するものとする。 

第11条 委員会は、条例第６条の規定により

奨学生の資格喪失を決定し、又は条例第７

条の規定により奨学金の支給を停止したと

きは、門真市奨学生資格喪失等通知書（様

式第５号）又は門真市奨学金支給停止通知

書（様式第６号）により当該奨学生及び在

学学校長に通知するものとする。この場合

において、委員会は、市長が奨学金の支給

決定の取消時期を決定したときは、その旨

を門真市奨学生資格喪失通知書に記入する
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改正後 改正前 

ものとする。 

  

第11条 略 第12条 略 
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改正後 

様式第２号（第７条関係） 

 

略 

 

門真市奨学生決定通知書 

 

あなたを、下記のとおり本市奨学生として決定しましたので通知します。 

 

略 

 

２ 支給期間        年  月から 

               

              年  月まで 

 

略 
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改正前 

様式第２号（第７条関係） 

 

略 

 

門真市奨学生決定通知書 

 

下記のとおり本市奨学生とし、奨学金の支給を決定しましたので通知します。 

 

略 

 

２ 給付期間        年  月から 

               

              年  月まで 

 

略 
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改正後 

様式第４号（第９条関係） 

 

略 

 

門真市奨学生異動等届出書 

 

略 
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改正前 

様式第４号（第10条関係） 

 

略 

 

門真市奨学生異動等届出書 

 

略 
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改正後 

様式第５号（第10条関係） 

 

略 

 

門真市奨学生資格喪失通知書 

 

あなたは、下記の理由により本市奨学生としての資格を喪失されましたので通知します。 

 

 

略 
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改正前 

様式第５号（第11条関係） 

 

略 

 

門真市奨学生資格喪失等通知書 

 

あなたは、下記の理由により本市奨学生としての資格を喪失されました。 

 

つきましては、下記のとおり奨学金の支給決定を取り消しますので通知します。 

 

 

略 
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改正後 
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改正前 

様式第６号（第11条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

（氏    名）様 

 

門真市教育委員会 □印  

 

門真市奨学金支給停止通知書 

 

下記のとおり本市奨学金を支給しないので通知します。 

 

記 

 

１ 支給停止期間      年  月から 

 

               年  月まで 

 

２ 支給停止の理由 
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（門真市立青少年運動広場条例施行規則の一部改正） 

第７条 門真市立青少年運動広場条例施行規則（平成18年門真市教育委員会規則第３号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

 （利用料金の還付） 

 第14条 条例第13条第４項ただし書の教育委

員会規則で定める基準は、次の表に定める

とおりとする。ただし、照明設備利用料金

については、未利用分は全額還付とする。 

 

 

 区分 還付額  

  利用者が利用予定日

10日前までに利用の

辞退をした場合 

既納の利用料金に

相当する額 

 

  利用者が利用予定日

の前日までに利用の

辞退をした場合 

既納の利用料金の

５割に相当する額 

 

  天災その他利用者の

責めによらない理由

により、利用できなく

なった場合 

既納の利用料金に

相当する額 

 

  指定管理者が特に必

要があると認めた場

合 

指定管理者が必要

と認める額 

 

 ２ 利用料金の還付を受けようとする者は、

利用予定日の属する月の翌月の10日以降に

門真市立青少年運動広場利用料金還付申請

書（様式第５号）を指定管理者に提出しな

ければならない。 

  

 （利用料金の減免） 

 第15条 条例第13条第５項の教育委員会規則

で定める基準は、次に掲げる場合とする。 

 ⑴ 本市又は委員会が主催し、又は共催す

る行事のため利用する場合 

 ⑵ 社会教育関係団体が主催する行事のた

め利用する場合 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が

特に利用料金を減免することが適当と認

める場合 

 ２ 利用料金の減額又は免除を受けようとす
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改正後 改正前 

る者は、あらかじめ門真市立青少年運動広

場利用料金減免申請書（様式第６号）を指

定管理者に提出しなければならない。ただ

し、前項第１号の場合にあっては、これを

省略することができる。 

  

第14条 略 第16条 略 

  

附 則 附 則 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

２ 第３条、第４条第１項、第６条第１項、

第７条第１項、第８条、第10条及び第12条

の規定は、条例附則第２項の規定により委

員会が運動広場の管理業務を行う場合につ

いて準用する。この場合において、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。 

２ 第３条、第４条第１項、第６条第１項、

第７条第１項、第８条、第10条、第12条、

第14条及び第15条第２項の規定は、条例附

則第２項の規定により委員会が運動広場の

管理業務を行う場合について準用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

 ～  略   ～  略  

 第８条、第10

条、第12条 
略 

  第８条、第10

条、第12条、

第14条、第15

条第２項 

略 

 

  

様式第５号及び様式第６号を削る。 

（門真市立テニスコート条例施行規則の一部改正） 

第８条 門真市立テニスコート条例施行規則（平成18年門真市教育委員会規則第５号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

 （利用料金の還付） 

 第12条 条例第11条第４項ただし書の教育委

員会規則で定める基準は、次の表に定める

とおりとする。ただし、照明設備利用料金

については、未利用分は全額還付とする。 

 

 

 区分 還付額  

  利用者が利用予定日

10日前までに利用の

既納の利用料金に

相当する額 

 



75 

改正後 改正前 

辞退をした場合 

  利用者が利用予定日

の前日までに利用の

辞退をした場合 

既納の利用料金の

５割に相当する額 

 

  天災その他利用者の

責めによらない理由

により、利用できなく

なった場合 

既納の利用料金に

相当する額 

 

  指定管理者が特に必

要があると認めた場

合 

指定管理者が必要

と認める額 

 

 ２ 利用料金の還付を受けようとする者は、

利用予定日の属する月の翌月の10日以降に

門真市立テニスコート利用料金還付申請書

（様式第５号）を指定管理者に提出しなけ

ればならない。 

  

 （利用料金の減免） 

 第13条 条例第11条第５項の教育委員会規則

で定める基準は、次に掲げる場合とする。 

 ⑴ 本市又は委員会が主催し、又は共催す

る行事のため利用する場合 

 ⑵ 社会教育関係団体が主催する行事のた

め利用する場合 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が

特に利用料金を減免することが適当と認

める場合 

 ２ 利用料金の減額又は免除を受けようとす

る者は、あらかじめ門真市立テニスコート

利用料金減免申請書（様式第６号）を指定

管理者に提出しなければならない。ただし、

前項第１号の場合にあっては、これを省略

することができる。 

  

第12条 略 第14条 略 

  

附 則 附 則 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

２ 第３条、第４条第２項、第６条第１項、

第７条第１項、第８条、第９条及び第11条

２ 第３条、第４条第２項、第６条第１項、

第７条第１項、第８条、第９条、第11条、
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改正後 改正前 

の規定は、条例附則第２項の規定により委

員会が運動広場の管理業務を行う場合につ

いて準用する。この場合において、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。 

第12条及び第13条第２項の規定は、条例附

則第２項の規定により委員会が運動広場の

管理業務を行う場合について準用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

 ～  略   ～  略  

 第８条、第９

条、第11条 
略 

  第８条、第９

条、第11条、

第12条、第13

条第２項 

略 

 

  

様式第５号及び様式第６号を削る。 

（門真市教育センター条例施行規則の一部改正） 

第９条 門真市教育センター条例施行規則（平成18年門真市教育委員会規則第17号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（使用許可書の交付等） （使用許可書の交付等） 

第５条 委員会は、センターの使用を許可し

たときは、申請者に門真市教育センター使

用許可・変更許可書（様式第２号。以下「許

可書」という。）を交付する。この場合に

おいて、委員会は、市長が使用料を減額し、

又は免除したときは、許可書にその旨を記

入して交付するものとする。 

第５条 委員会は、センターの使用を許可し

たときは、申請者に門真市教育センター使

用許可・変更許可書（様式第２号。以下「許

可書」という。）を交付する。この場合に

おいて、委員会は、市長が使用料を減額し、

又は免除したときは、許可書にその旨を記

入して交付するものとする。 

２ 略 ２ 略 

 ３ 使用者は、変更許可により使用料に不足

が生じたときは、直ちに不足額を納付しな

ければならない。 

  

 （使用料の減免） 

第９条 削除 第９条 条例第９条の規定により使用料を減

額し、又は免除できる場合は、次の各号に

掲げるとおりとする。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 使用料

に相当する額 

 ア 本市若しくは委員会が使用する場合 

 イ 主に障害者で構成される団体が使用
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改正後 改正前 

する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の５割に相当する額 

 ア 教育研究団体が使用する場合 

 イ 主に中学生以下の者で構成される団

体が使用する場合 

 ウ 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が使用する場合 

 エ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の３割に相当する額 

 ア サークル登録団体が使用する場合 

 イ 社会教育関係団体が使用する場合 

 ウ 地域で活動する団体が使用する場合 

 エ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ２ 使用料の減額又は免除を受けようとする

者は、門真市教育センター使用料減免申請

書（様式第４号）を委員会に提出しなけれ

ばならない。ただし、前項第１号アの場合

にあっては、これを省略することができる。 

 ３ 委員会は、使用料を減額し、又は免除し

たときは、許可書にその旨を記入して交付

するものとする。 

  

 （使用料の還付） 

第10条 削除 第10条 条例第10条ただし書の規定により使

用料の全部又は一部を還付できる特別の理

由とは、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 使用者がセンターを使用しようとする

日前７日までに使用の辞退を申し出たと

き。 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、委員会が相

当の理由があると認めたとき。 

 ２ 使用料の還付を受けようとする者は、門

真市教育センター使用料還付申請書（様式

第５号）を委員会に提出しなければならな

い。 
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改正後 改正前 

（汚損等の届出） （汚損等の届出） 

第16条 使用者は、センターの建物、設備及

び器具等を汚損し、若しくは破損し、又は

滅失させたときは、直ちに門真市教育セン

ター建物等汚損等届（様式第４号）を委員

会に提出し、その指示に従わなければなら

ない。 

第16条 使用者は、センターの建物、設備及

び器具等を汚損し、若しくは破損し、又は

滅失させたときは、直ちに門真市教育セン

ター建物等汚損等届（様式第６号）を委員

会に提出し、その指示に従わなければなら

ない。 

様式第４号及び様式第５号を削り、様式第６号を様式第４号とする。 

（門真市民文化会館条例施行規則の一部改正） 

第10条 門真市民文化会館条例施行規則（平成23年門真市教育委員会規則第５号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（利用内容の変更） （利用内容の変更） 

第６条 

１～３ 略 

第６条 

１～３ 略 

 ４ 利用者は、前項の許可により利用料金に

不足が生じたときは、直ちに不足額を納付

しなければならない。 

  

 （附属設備等の利用料金） 

第12条 削除 第12条 条例別表第１号の規則で定める額

は、別表第１に定めるとおりとする。 

  

 （利用料金の還付の基準） 

 第20条 条例第14条第４項ただし書の委員会

規則で定める基準は、別表第２に定めると

おりとする。 

 ２ 利用料金の還付を受けようとする者は、

門真市民文化会館利用料金還付申請書（様

式第９号）を指定管理者に提出しなければ

ならない。 

  

第20条 略 第21条 略 

  

附 則 附 則 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

２ 第２条、第４条、第５条第１項、第６条

（第４項を除く。）、第８条、第10条、第

２ 第２条、第４条、第５条第１項、第６条

（第４項を除く。）、第８条、第10条、第
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改正後 改正前 

11条、第13条第１項及び第２項、第14条、

第15条及び第18条の規定は、条例附則第２

項の規定により委員会が会館の管理業務を

行う場合について準用する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句に読み替えるものとする。 

11条、第13条第１項及び第２項、第14条、

第15条、第18条及び第20条第２項の規定は、

条例附則第２項の規定により委員会が会館

の管理業務を行う場合について準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。 

 ～  略   ～  略  

 第10条、第11条、第13

条第１項及び第２項、

第14条、第15条、第18

条 

略 

  第10条、第11条、第13

条第１項及び第２項、

第14条、第15条、第18

条、第20条第２項 

略 

 

  

別表第１及び別表第２を削る。 

様式第９号を削る。 

（門真市立市民交流会館条例施行規則の一部改正） 

第11条 門真市立市民交流会館条例施行規則（平成23年門真市教育委員会規則第６号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（利用許可書の交付等） （利用許可書の交付等） 

第４条 指定管理者は、交流会館の利用を許

可したときは、申請者に門真市立市民交流

会館利用許可・変更許可書（様式第２号。

以下「許可書」という。）を交付する。こ

の場合において、指定管理者は、利用料金

を減額し、又は免除したときは、許可書に

その旨を記入して交付するものとする。 

第４条 指定管理者は、交流会館の利用を許

可したときは、申請者に門真市立市民交流

会館利用許可・変更許可書（様式第２号。

以下「許可書」という。）を交付する。こ

の場合において、指定管理者は、利用料金

を減額し、又は免除したときは、許可書に

その旨を記入して交付するものとする。 

２ 略 ２ 略 

 ３ 利用者は、変更許可により利用料金（条

例第３条第３号に規定する利用料金をい

う。以下同じ。）に不足が生じたときは、

直ちに不足額を納付しなければならない。 

３ 略 ４ 略 

  

 （利用料金の還付の基準） 

 第15条 条例第13条第４項ただし書の委員会

規則で定める基準は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める額を還



80 

改正後 改正前 

付することができることとする。 

 ⑴ 利用者が、利用予定日前７日までに交

流会館の利用の辞退を申し出た場合 既

納の利用料金に相当する額 

 ⑵ 天災その他利用者の責めに帰すること

のできない理由により交流会館が利用で

きない場合で指定管理者が適当と認める

とき 既納の利用料金に相当する額 

 ２ 利用料金の還付を受けようとする者は、

門真市立市民交流会館利用料金還付申請書

（様式第５号）を指定管理者に提出しなけ

ればならない。 

  

 （利用料金の減免の基準） 

 第16条 条例第13条第５項の委員会規則で定

める基準は、利用者間の均衡を失しない範

囲内において、指定管理者が特に必要があ

ると認めて委員会の承認を受けた場合とす

る。 

 ２ 利用料金の減額又は免除を受けようとす

る者は、門真市立市民交流会館利用料金減

免申請書（様式第６号）を指定管理者に提

出しなければならない。 

 ３ 指定管理者は、利用料金を減額し、又は

免除したときは、許可書にその旨を記入し

て交付するものとする。 

  

第15条 略 第17条 略 

  

附 則 附 則 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

２ 第２条、第３条、第４条第１項、第５条、

第７条、第９条、第10条及び第13条の規定

は、条例附則第２項の規定により委員会が

交流会館の管理業務を行う場合について準

用する。この場合において、次の表の左欄

に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

２ 第２条、第３条、第４条第１項、第５条、

第７条、第９条、第10条、第13条、第15条

及び第16条の規定は、条例附則第２項の規

定により委員会が交流会館の管理業務を行

う場合について準用する。この場合におい

て、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 

 ～  略   ～  略  
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改正後 改正前 

 第４条第１項 指定管理者は、

交流会館 

委員会は、

交流会館 

  第４条第１項 指定管理者 委員会  

 指定管理者は、

利用料金 

委員会は、

市長が利

用料金 

  指定管理者は、

利用料金 

委員会は、

市 長 が 利

用料金 

 

 第４条第３項 指定管理者 委員会   第４条第３項 指定管理者 委員会  

 略   略  

 第７条、第９

条、第10条、

第13条 
略 

  第７条、第９

条、第10条、

第13条、第15

条 

略 

 

  第16条第１項 指定管理者 委員会  

 認めて委員会

の承認を受け

た 

認めた  

  第16条第２項

及び第３項 

指定管理者 委員会  

  

様式第５号及び様式第６号を削る。 

（門真市文化芸術振興審議会規則の一部改正） 

第12条 門真市文化芸術振興審議会規則（平成23年門真市教育委員会規則第７号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（庶務） （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、教育委員会事務局

生涯学習部生涯学習課において行う。 

第７条 審議会の庶務は、教育委員会事務局

生涯学習部地域教育文化課において行う。 

（門真市立旧第六中学校運動広場条例施行規則の一部改正） 

第13条 門真市立旧第六中学校運動広場条例施行規則（平成24年門真市教育委員会規則第

１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（開場時間） （開場時間） 

第２条 門真市立旧第六中学校運動広場（以

下「運動広場」という。）の開場時間は、

次の表のとおりとする。ただし、門真市教

育委員会（以下「委員会」という。）が特

に必要と認めたときは、これを変更するこ

とができる。 

第２条 門真市立旧第六中学校運動広場（以

下「運動広場」という。）の開場時間は、

次の表とおりとする。ただし、門真市教育

委員会（以下「委員会」という。）が特に

必要と認めたときは、これを変更すること

ができる。 
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 略   略  

  

（使用許可書の交付等） （使用許可書の交付等） 

第10条 委員会は、運動広場の使用を許可し

たときは、申請者に門真市立旧第六中学校

運動広場使用許可書（様式第２号。以下「使

用許可書」という。）を交付する。この場

合において、委員会は、市長が使用料を減

額し、又は免除したときは、許可書にその

旨を記入して交付するものとする。 

第10条 委員会は、運動広場の使用を許可し

たときは、申請者に門真市立旧第六中学校

運動広場使用許可書（様式第２号。以下「使

用許可書」という。）を交付する。この場

合において、委員会は、市長が使用料を減

額し、又は免除したときは、許可書にその

旨を記入して交付するものとする。 

２～４ 略 ２～４ 略 

  

 （使用料の納付） 

第11条 削除 第11条 条例第６条第２項ただし書の委員会

が特に必要と認めるときとは、次に掲げる

場合とする。 

 ⑴ 予約システムによる使用許可者が次に

掲げる方法により使用料を納付する場合 

 ア 口座振替による方法 

 イ 使用の開始前に納付する方法 

 ⑵ グラウンド照明設備を使用した後に、

グラウンド照明設備使用料を納付する場

合 

  

 （使用料の減免） 

第12条 削除 第12条 委員会は、徴収すべき使用料につい

て、条例第７条の規定により次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を減額し、又は免除することができる。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 使用料

に相当する額 

 ア 本市若しくは委員会が主催し、又は

共催する行事のため使用する場合 

 イ 主に障害者で構成される団体が使用

する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の５割に相当する額 

 ア 主に中学生以下の者で構成される団

体が使用する場合 
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 イ 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が使用する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 使用料

の３割に相当する額 

 ア 社会教育関係団体が主催する行事の

ため使用する場合 

 イ 地域で活動する団体が主催する行事

のため使用する場合 

 ウ その他委員会が特に必要と認めた場

合 

 ２ 使用料の減額又は免除を受けようとする

者は、門真市立旧第六中学校運動広場使用

料減免申請書（様式第３号）を委員会に提

出しなければならない。ただし、前項第１

号アに掲げる場合にあっては、これを省略

することができる。 

 ３ 委員会は、使用料を減額し、又は免除し

たときは、前条の許可書にその旨を記入し

て交付するものとする。 

  

 （使用料の還付） 

第13条 削除 第13条 条例第８条ただし書の規定により使

用料の全部又は一部を還付できる場合は、

次の各号のいずれかに該当する場合とす

る。 

 ⑴ 天災その他の使用者の責めによらない

理由により運動広場を使用できなくなっ

た場合 

 ⑵ 使用者が運動広場の使用予定日前10日

までに使用の辞退を申し出た場合 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が

相当の理由があると認めた場合 

 ２ 使用料の還付を受けようとする者は、門

真市立旧第六中学校運動広場使用料還付申

請書（様式第４号）を委員会に提出しなけ

ればならない。 

  

（使用の辞退） （使用の辞退） 

第15条 使用者が運動広場の使用を辞退しよ第15条 使用者が運動広場の使用を辞退しよ
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うとするときは、遅滞なく門真市立旧第六

中学校運動広場使用辞退届（様式第３号）

に使用許可書を添えて委員会に提出しなけ

ればならない。 

うとするときは、遅滞なく門真市立旧第六

中学校運動広場使用辞退届（様式第５号）

に使用許可書を添えて委員会に提出しなけ

ればならない。 

２ 略 ２ 略 

  

（汚損等の届出） （汚損等の届出） 

第19条 使用者は、運動広場の建物、設備及

び器具等を汚損し、若しくは破損し、又は

滅失させたときは、直ちに門真市立旧第六

中学校運動広場建物等汚損等届（様式第４

号）を委員会に提出し、その指示に従わな

ければならない。 

第19条 使用者は、運動広場の建物、設備及

び器具等を汚損し、若しくは破損し、又は

滅失させたときは、直ちに門真市立旧第六

中学校運動広場建物等汚損等届（様式第６

号）を委員会に提出し、その指示に従わな

ければならない。 

様式第３号及び様式第４号を削り、様式第５号を様式第３号とし、様式第６号を様式第

４号とする。 

（門真市立門真市民プラザ条例施行規則の一部改正） 

第14条 門真市立門真市民プラザ条例施行規則（平成24年門真市教育委員会規則第10号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（許可書の交付等） （許可書の交付等） 

第７条 指定管理者は、センターの利用を許

可したときは、申請者に門真市立門真市民

プラザ文化施設・スポーツ施設利用許可・

変更許可書（様式第２号。以下「許可書」

という。）を交付する。この場合において、

指定管理者は、利用料金を減額し、又は免

除したときは、許可書にその旨を記入して

交付するものとする。 

第７条 指定管理者は、センターの利用を許

可したときは、申請者に門真市立門真市民

プラザ文化施設・スポーツ施設利用許可・

変更許可書（様式第２号。以下「許可書」

という。）を交付する。この場合において、

指定管理者は、利用料金を減額し、又は免

除したときは、許可書にその旨を記入して

交付するものとする。 

２～４ 略 ２～４ 略 

  

 （利用料金の納付の特例） 

第17条 削除 第17条 条例第18条第２項ただし書の指定管

理者が特別な理由があると認めるときと

は、予約システムによる申請をして利用許

可を受けた登録者が次に掲げる方法により

利用料金を納付する場合とする。 

 ⑴ 口座振替による方法 

 ⑵ 利用の開始前に納付する方法 

 （利用料金の還付） 
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第18条 削除 第18条 条例第18条第４項ただし書の教育委

員会規則で定める基準は、次の表に定める

とおりとする。 

 

 

  区分 還付額  

   利用者が利用予定日の

10日前までに利用の辞

退をした場合 

既納の利用料金

に相当する額 

 

   利用者が利用予定日の

前日までに利用の辞退

をした場合 

既納の利用料金

の５割に相当す

る額 

 

   災害その他利用者の責

めによらない理由によ

り、利用できなくなっ

た場合 

既納の利用料金

に相当する額 

 

  指定管理者が特に必要

があると認めた場合 

指定管理者が必

要と認める額 

 

 ２ 利用料金の還付を受けようとする者は、

利用予定日の属する月の翌月の10日以降に

門真市立門真市民プラザ文化施設・スポー

ツ施設利用料金還付申請書（様式第６号）

を指定管理者に提出しなければならない。 

  

 （利用料金の減免） 

第19条 削除 第19条 指定管理者は、徴収すべき利用料金

について、条例第18条第５項の規定により

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める額を減額し、又は免除するこ

とができる。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 利用料

金に相当する額 

 ア 市又は委員会が利用する場合 

 イ 条例第10条第１号又は第２号に掲げ

るものが利用する場合 

 ウ 主に障害者で構成される団体が利用

する場合 

 エ その他指定管理者が特に必要と認め

た場合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 利用料

金の５割に相当する額 

 ア 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が利用する場合 
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 イ その他指定管理者が特に必要と認め

た場合 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 利用料

金の３割に相当する額 

 ア サークル登録団体が利用する場合 

 イ 社会教育関係団体が利用する場合 

 ウ 地域で活動する団体が利用する場合 

 エ その他指定管理者が特に必要と認め

た場合 

 ２ 利用料金の減額又は免除を受けようとす

るものは、門真市立門真市民プラザ文化施

設・スポーツ施設利用料金減免申請書（様

式第７号。以下「減免申請書」という。）

を指定管理者に提出しなければならない。

ただし、前項第１号アの場合にあっては、

これを省略することができる。 

 ３ 指定管理者は、前２項の規定により利用

料金を減額し、又は免除する場合は、許可

書にその旨を記入して交付するものとす

る。 

  

 （附属設備等の利用料金） 

第20条 削除 第20条 条例別表第１第２号の教育委員会規

則で定める額は、別表第１に定めるとおり

とする。 

  

 （利用料金の減免） 

第24条 削除 第24条 指定管理者は、徴収すべき利用料金

について、条例第23条において準用する条

例第18条第５項の規定により次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を減額し、又は免除することができる。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合 利用料

金に相当する額 

 ア 市又は委員会が利用する場合 

 イ 主に障害者で構成される団体が利用

する場合 

 ウ その他指定管理者が特に必要と認め

た場合 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合 利用料

金の５割に相当する額 
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 ア 主に中学生以下の者で構成される団

体が利用する場合 

 イ 主に65歳以上の高齢者で構成される

団体が利用する場合 

 ウ その他指定管理者が特に必要と認め

た場合 

 ⑶ 次のいずれかに該当する場合 利用料

金の３割に相当する額 

 ア サークル登録団体が利用する場合 

 イ 社会教育関係団体が利用する場合 

 ウ 地域で活動する団体が利用する場合 

 エ その他指定管理者が特に必要と認め

た場合 

 ２ 利用料金の減額又は免除を受けようとす

る者は、減免申請書を指定管理者に提出し

なければならない。ただし、前項第１号ア

の場合にあっては、これを省略することが

できる。 

 ３ 指定管理者は、前２項の規定により利用

料金を減額し、又は免除する場合は、許可

書にその旨を記入して交付するものとす

る。 

  

（準用） （準用） 

第25条 第３条及び第６条から第16条までの

規定は、センターについて準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

第25条 第３条及び第６条から第18条までの

規定は、センターについて準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

 ～  略   ～  略  

    第17条 条例第18条

第２項ただ

し書 

条例第23条に

おいて準用す

る条例第18条

第２項ただし

書 

 

    第18条第１項 条例第18条

第４項ただ

し書 

条例第23条に

おいて準用す

る条例第18条

第４項ただし

書 
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（準用） （準用） 

第31条 第３条、第７条、第９条から第12条

まで及び第16条の規定は、体育館について

準用する。この場合において、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

第31条 第３条、第７条、第９条から第12条

まで、第16条から第18条まで及び第24条の

規定は、体育館について準用する。この場

合において、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。 

 ～  略   ～  略  

  第17条 条例第18条

第２項ただ

し書 

条例第28条

において準

用する条例

第18条第２

項ただし書 

 

    第18条第１

項 

条例第18条

第４項ただ

し書 

条例第28条

において準

用する条例

第18条第４

項ただし書 

 

   第24条 条例第23条 条例第28条  

  

（準用） （準用） 

第35条 第３条、第７条、第９条から第12条

まで、第16条、第29条及び第30条までの規

定は、門真市立門真市民プラザグラウンド

（以下「グラウンド」という。）について

準用する。この場合において、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

第35条 第３条、第７条、第９条から第12条

まで、第16条から第18条まで、第24条、第

29条及び第30条までの規定は、門真市立門

真市民プラザグラウンド（以下「グラウン

ド」という。）について準用する。この場

合において、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。 

 

～  略 

  ～  略  

   第17条 条例第18条

第２項ただ

し書 

条例第33条

において準

用する条例

第18条第２

項ただし書 

 

   第18条第１

項 

条例第18条

第４項ただ

し書 

条例第33条

において準

用する条例

第18条第４
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項ただし書 

   第24条 条例第23条 条例第33条  

   ～  略  

  

附 則 附 則 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

（委員会による管理の特例に係る手続の準

用） 

３ 第２条、第３条、第４条第１項及び第３

項、第７条（第２項を除く。）、第９条第

１項、第11条、第12条、第15条、第21条、

第22条第１項及び第２項、第26条、第27条

（第４項を除く。）、第28条第２項、第32

条並びに第33条第１項及び第２項の規定

は、条例附則第３項の規定により委員会が

指定管理施設の管理業務を行う場合につい

て準用する。この場合において、次の表の

左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。 

３ 第２条、第３条、第４条第１項及び第３

項、第７条（第２項を除く。）、第９条第

１項、第11条、第12条、第15条、第17条か

ら第19条まで、第21条、第22条第１項及び

第２項、第24条、第26条、第27条（第４項

を除く。）、第28条第２項、第32条並びに

第33条第１項及び第２項の規定は、条例附

則第３項の規定により委員会が指定管理施

設の管理業務を行う場合について準用す

る。この場合において、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。 

 ～  略   ～  略  

 第７条（第２

項を除く。）、

第９条第１

項、第11条、

第12条、第15

条、第21条、

第22条第１

項 

略 

  第７条（第２

項を除く。）、

第９条第１

項、第11条、

第12条、第15

条、第17条か

ら第19条ま

で、第21条、

第22条第１

項 

略 

 

 ～  略   ～  略  

 第26条、第27

条第１項及

び第２項 
略 

  第24条、第26

条、第27条第

１項及び第

２項 

略 

 

 ～  略   ～  略  

  

別表第１を削る。 

様式第６号及び様式第７号を削る。 

（門真市附属機関に関する条例の施行に関する門真市教育委員会規則の一部改正する規 
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則） 

第15条 門真市附属機関に関する条例の施行に関する門真市教育委員会規則（平成25年門

真市教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条―第４条関係） 別表（第２条―第４条関係） 

 

名称 組織 

委員

の定

数 

委員の構成 
委員の

任期 

庶務

担当

機関 

  

名称 組織 

委員

の定

数 

委員の構成 
委員の

任期 

庶務

担当

機関 

 

 ～  略   ～  略  

 門真市

子ども

英会話

講座事

業委託

事業者

選定委

員会 

委員

長 

副委

員長 

５人

以内 

⑴～⑵ 略 

 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

委託事

業者の

選定を

終了す

る時ま

で 

生涯

学習

部生

涯学

習課 

  門真市

子ども

英会話

講座事

業委託

事業者

選定委

員会 

委員

長 

副委

員長 

５人

以内 

⑴～⑵ 略 

 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

委託事

業者の

選定を

終了す

る時ま

で 

生涯

学習

部地

域教

育文

化課 

 

 門真市

生涯学

習推進

基本計

画策定

委員会 

委員

長 

副委

員長 

10人

以内 

⑴～⑺ 略 

 

委嘱の

日から

当該諮

問に係

る答申

が終了

する時

まで 

生涯

学習

部生

涯学

習課 

  門真市

生涯学

習推進

基本計

画策定

委員会 

委員

長 

副委

員長 

10人

以内 

⑴～⑺ 略 

 

委嘱の

日から

当該諮

問に係

る答申

が終了

する時

まで 

生涯

学習

部地

域教

育文

化課 

 

 門真市

中学生

海外派

遣研修

事業委

託事業

者選定

委員会 

委員

長 

副委

員長 

７人

以内 

⑴～⑵ 略 

 

２年 生涯

学習

部生

涯学

習課 

  門真市

中学生

海外派

遣研修

事業委

託事業

者選定

委員会 

委員

長 

副委

員長 

７人

以内 

⑴～⑵ 略 

 

２年 生涯

学習

部地

域教

育文

化課 

 

 門真市

めざせ

世界へ

はばた

け事業

委員

長 

副委

員長 

８人

以内 

⑴～⑵ 略 

 

２年 生涯

学習

部生

涯学

習課 

  門真市

めざせ

世界へ

はばた

け事業

委員

長 

副委

員長 

８人

以内 

⑴～⑵ 略 

 

２年 生涯

学習

部地

域教

育文
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改正後 改正前 

推進委

員会 

推進委

員会 

化課 

 （ 仮

称）門

真市立

総合体

育館設

計業務

委託事

業者選

定委員

会 

略 

  （ 仮

称）門

真市立

総合体

育館設

計業務

委託事

業者選

定委員

会 

略 

 

 門真市

子 ど

も・子

育て会

議 

委員

長 

副委

員長 

20人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 医療団

体を代表

する者 

⑶ 地域福

祉団体等

を代表す

る者 

⑷ 市民団

体を代表

する者 

⑸ 保護者

の代表 

⑹ 事業者

を代表す

る者 

⑺ 労働者

を代表す

る者 

⑻ 子育て

関係事業

の実施に

関係のあ

る者 

⑼ 市民の

代表 

⑽ 関係行

政機関の

２年 こど

も未

来部

こど

も政

策課 

  門真市

子 ど

も・子

育て会

議 

委員

長 

副委

員長 

20人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 医療団

体を代表

する者 

⑶ 地域福

祉団体等

を代表す

る者 

⑷ 市民団

体を代表

する者 

⑸ 保護者

の代表 

⑹ 事業者

を代表す

る者 

⑺ 労働者

を代表す

る者 

⑻ 子育て

関係事業

の実施に

関係のあ

る者 

⑼ 市民の

代表 

⑽ 関係行

政機関の

２年 こど

も未

来部

こど

も政

策課 
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改正後 改正前 

職員 職員 

 門真市

立放課

後児童

クラブ

運営事

業委託

事業者

選定委

員会 

委員

長 

副委

員長 

５人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 市民団

体を代表

する者 

⑶ 本市の

職員 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

委託事

業者の

選定を

終了す

る時ま

で 

こど

も未

来部

子育

て支

援課 

  門真市

立放課

後児童

クラブ

運営事

業委託

事業者

選定委

員会 

委員

長 

副委

員長 

５人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 市民団

体を代表

する者 

⑶ 本市の

職員 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

委託事

業者の

選定を

終了す

る時ま

で 

こど

も未

来部

子育

て支

援課 

 

 門真市

民文化

会館大

規模改

修計画

策定業

務委託

事業者

選定委

員会 

委員

長 

副委

員長 

５人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 当該施

設を代表

する者 

⑶ 本市の

職員 

 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

委託事

業者の

選定を

終了す

る時ま

で 

生涯

学習

部生

涯学

習課 

  門真市

民文化

会館大

規模改

修計画

策定業

務委託

事業者

選定委

員会 

委員

長 

副委

員長 

５人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 当該施

設を代表

する者 

⑶ 本市の

職員 

 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

委託事

業者の

選定を

終了す

る時ま

で 

生涯

学習

部生

涯学

習課 

 

 門真市

子ども

読書活

動推進

計画審

議会 

委員

長 

副委

員長 

８人

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 門真市

ＰＴＡ協

議会を代

表する者 

⑶ 門真市

社会教育

委員を代

表する者 

⑷ 門真市

図書館協

議会を代

表する者 

⑸ 本市の

職員 

委嘱又

は任命

の日か

ら当該

諮問に

係る答

申が終

了する

時まで 

生涯

学習

部図

書館 

  門真市

子ども

読書活

動推進

計画審

議会 

委員

長 

副委

員長 

８名

以内 

⑴ 学識経

験者 

⑵ 門真市

ＰＴＡ協

議会を代

表する者 

⑶ 門真市

社会教育

委員を代

表する者 

⑷ 門真市

図書館協

議会を代

表する者 

⑸ 本市の

職員 

委嘱又

は認定

の日か

ら当該

諮問に

係る答

申が終

了する

時まで 

生涯

学習

部図

書館 

 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に門真市附属機関に関する条例施行規則（平成25年門真市規則

第16号。以下「附属機関規則」という。）の規定により門真市子ども・子育て会議の委

員に委嘱されている者は、この規則による改正後の門真市附属機関に関する条例の施行

に関する門真市教育委員会規則の規定により門真市教育委員会から委員に委嘱されたも

のとみなし、その任期は、同規則別表の任期の欄に掲げる任期に関わらず、附属機関規

則の規定に基づく委員としての残任期間とする。 

３ この規則の施行の際現に附属機関規則の規定により定められた委員長又は副委員長で

ある者は、この規則の施行の日に、この規則による改正後の門真市附属機関に関する条

例の施行に関する門真市教育委員会規則第４条第１項の規定により委員長又は副委員長

として定められた者とみなす。 
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議案第17号 

 

     門真市教育委員会文書管理規程及び門真市教育機関事務処理規 

程の一部改正について 

 

 門真市教育委員会文書管理規程（平成元年門真市教育委員会規程第１号）及び門真

市教育機関事務処理規程（平成18年門真市教育委員会規程第４号）の一部を次のよう

に改正するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、所要の改正を行うにつき、本案を提出する

ものである。 
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門真市教育委員会文書管理規程及び門真市教育機関事務処理規程の一部を改 

正する規程 

 

 （門真市教育委員会文書管理規程の一部改正） 

第１条 門真市教育委員会文書管理規程（平成元年門真市教育委員会規程第１号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（用語の定義） （用語の定義） 

第３条 この規程において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

第３条 この規程において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 課 門真市教育委員会事務局内部組織

に関する規則（平成18年門真市教育委員

会規則第９号）第２条の表に掲げる課、

門真市立図書館及び門真市立こども発達

支援センター 

⑴ 課 門真市教育委員会事務局内部組織

に関する規則（平成18年門真市教育委員

会規則第９号）第２条の表に掲げる課及

び門真市立図書館 

⑵～⑶ 略 ⑵～⑶ 略 

  

 （印刷機による浄書手続） 

 第９条 学校教育部教育総務課の印刷機を利

用して浄書しようとする場合は、印刷機使

用申込書（別記様式）に浄書原稿を添えて、

文書担当課長の承認を受けなければならな

い。 

 ２ 文書担当課長は前項の申込みがあった場

合は、次の各号に掲げる事項について審査

することができる。 

 ⑴ 浄書の方法が適切であるか。 

 ⑵ 書式、用字及び用語が適正であるか。 

 ⑶ 委員会の公文例にあっているか。 

 ３ 前項の審査において文書担当課長は、印

刷方法等について不適切と認めるときは、

申込者等に対し変更若しくは修正を求め、

又は返付することができる。 

  

第９条 略 第10条 略 

  

第10条 略 第11条 略 

  

第11条 略 第12条 略 
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改正後 改正前 

別表（第７条関係） 別表（第７条関係） 

 種類 使用区分 文書記号   種類 使用区分 文書記号  

 ～  略   ～  略  

 上記

以外

の文

書 
～  略   上記

以外

の文

書 

～  略  

 生涯学

習部 

生涯学習課 門教生   生涯学

習部 

地域教育文化課 門教地  

 ～  略   ～  略  

 こども

未来部 

こども政策課 門教政   こども

未来部 

こども政策課 門教政  

 子育て支援課 門教子   子育て支援課 門教子  

 保育幼稚園課 門教保   保育幼稚園課 門教保  

 門真市立こども発

達支援センター 

門教こ   門真市立こども発

達支援センター 

門教こ  

備考 略 備考 略 

別記様式を削る。 

（門真市教育機関事務処理規程の一部改正） 

第２条 門真市教育機関事務処理規程（平成18年門真市教育委員会規程第４号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

門真市教育機関等事務処理規程 門真市教育機関事務処理規程 

  

（目的） （目的） 

第１条 この規程は、別に定めるもののほか、

門真市教育機関等の事務分掌等に関する規

則（平成18年門真市教育委員会規則第10号。

以下「規則」という。）別表第１に掲げる

教育機関等（以下「教育機関等」という。）

において処理する事務の執行に関し必要な

事項を定め、明確な責任の下に合理的かつ

能率的な事務の処理の確保を図ることを目

的とする。 

第１条 この規程は、別に定めるもののほか、

門真市教育機関の事務分掌等に関する規則

（平成18年門真市教育委員会規則第10号。

以下「規則」という。）別表第１に掲げる

教育機関（以下「教育機関」という。）に

おいて処理する事務の執行に関し必要な事

項を定め、明確な責任の下に合理的かつ能

率的な事務の処理の確保を図ることを目的

とする。 

  

（定義） （定義） 

第２条 この規程において、次に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規程において、次に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 略 ⑴ 略 

⑵ 専決 教育長がその責任において、そ

の権限に属する特定の事務の処理につい

て教育次長、部長、次長、課長、教育機

関等の長（門真市立幼稚園の園長及び門

真市立保育園の園長を除く。第４号及び

⑵ 専決 教育長がその責任において、そ

の権限に属する特定の事務の処理につい

て教育次長、部長、次長、課長、教育機

関の長又は図書館長代理に、常時意思決

定させることをいう。 
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改正後 改正前 

第６号において同じ。）又は図書館長代

理に、常時意思決定させることをいう。 

⑶ 略 ⑶ 略 

⑷ 決定 最終の意思決定に至るまでの手

続過程において、教育次長、部長、次長、

課長、教育機関等の長又は図書館長代理

が、その意思決定をすることをいう。 

⑷ 決定 最終の意思決定に至るまでの手

続過程において、教育次長、部長、次長、

課長、教育機関の長又は図書館長代理が、

その意思決定をすることをいう。 

⑸ 略 ⑸ 略 

⑹ 合議 最終の意思決定に至るまでの手

続過程において、決裁又は専決を受ける

べき事項の事務に関連する部長、次長、

課長、課長補佐、教育機関等の長又は図

書館長代理が、その意思決定に関与する

ことをいう。 

⑹ 合議 最終の意思決定に至るまでの手

続過程において、決裁又は専決を受ける

べき事項の事務に関連する部長、次長、

課長、課長補佐、教育機関の長又は図書

館長代理が、その意思決定に関与するこ

とをいう。 

⑺～⑻ 略 ⑺～⑻ 略 

⑼ 教育機関等の長 規則別表第１に掲げ

る長をいう。 

⑼ 教育機関の長 規則別表第１に掲げる

長をいう。 

⑽ 略 ⑽ 略 

⑾ 図書館長代理 規則第３条第３項の館

長代理をいう。 

⑾ 図書館長代理 規則第３条第２項の館

長代理をいう。 

⑿ 略 ⑿ 略 

⒀ 園長 規則別表第１に掲げる門真市立

幼稚園の園長及び門真市立保育園の園長

をいう。 

⒀ 園長 規則別表第１に掲げる門真市立

幼稚園の園長及び門真市立保育園の園長

をいう。 

⒁ 園長代理 規則第３条第２項の門真市

立幼稚園の園長代理及び規則第３条第３

項の門真市立保育園の園長代理をいう。 

⒁ 園長代理 規則第３条第２項の門真市

立幼稚園の園長代理及び規則第３条第３

項の門真市立保育園の園長代理をいう。 

⒂ センター長 規則別表第１に掲げる門

真市立こども発達支援センターのセン 

ター長をいう。 

⒂ センター長 規則別表第１に掲げる門

真市立こども発達支援センターのセン 

ター長をいう。 

⒃ センター長補佐 規則第３条第２項の

門真市立こども発達支援センターのセン

ター長補佐をいう。 

⒃ センター長補佐 規則第３条第２項の

門真市立こども発達支援センターのセン

ター長補佐をいう。 

⒄ 上席主任 規則第３条第３項の上席主

任をいう。 

⒀ 上席主任 規則第３条第２項の上席主

任をいう。 

⒅ 主任保育士 規則第３条第３項の主任

保育士をいう。 

⒇ 主任保育士 規則第３条第３項の主任

保育士をいう。 

⒆ 主任 規則第３条第３項の主任をい

う。 

⒁ 主任 規則第３条第２項の主任をい

う。 

⒇ スタッフ職 規則第３条第４項に規定

する参事、副参事、主幹、上席主査及び

⒂ スタッフ職 規則第３条第３項に規定

する参事、副参事、主幹、上席主査及び
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改正後 改正前 

主査並びに特定の事務の処理を命じられ

た係員をいう。 

主査並びに特定の事務の処理を命じられ

た係員をいう。 

  

（職務） （職務） 

第４条 教育機関等の長は、所属上司を補佐

するとともに、所属上司の命を受けて所管

の業務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

第４条 教育機関の長は、所属上司を補佐す

るとともに、所属上司の命を受けて所管の

業務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

２ 図書館長代理、園長代理及びセンター長

補佐は、所属上司を補佐するとともに、所

属上司の命を受けて所管の業務を掌理し、

所属職員を指揮監督する。 

２ 図書館長代理は、所属上司を補佐すると

ともに、所属上司の命を受けて所管の業務

を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

３ 上席主任及び主任保育士は、所属上司の

命を受けて担当の事務を掌理し、所属職員

を指揮監督するとともに、自らも当該事務

を処理する。 

３ 上席主任及び主任保育士は、所属上司の

命を受けて担当の事務を掌理し、所属職員

を指揮監督するとともに、自らも当該事務

を処理する。 

４ 略 ４ 略 

５ 規則第３条第３項に規定する主査は、所

属上司の命を受けて担当の事務を処理す

る。 

５ 規則第３条第２項に規定する主査は、所

属上司の命を受けて担当の事務を処理す

る。 

６ 略 ６ 略 

  

（教育機関等の事務に係る専決） （教育機関の事務に係る専決） 

第５条 教育機関等（門真市立幼稚園及び門

真市立保育園を除く。）の専決事項につい

ては、門真市教育委員会事務局事務処理規

程（平成18年門真市教育委員会規程第３号）

第５条、第６条及び別表の規定を適用する。

この場合において、同規程第６条及び別表

中「課長」とあるのは「図書館長及びセン

ター長」と、「課長補佐」とあるのは「図

書館長以外の教育機関等の長、図書館長代

理（図書館長代理が置かれていない場合に

あっては、図書館長）及びセンター長補佐」

とする。 

第５条 教育機関の事務に係る専決について

は、門真市教育委員会事務局事務処理規程

（平成18年門真市教育委員会規程第３号）

第５条、第６条及び別表の規定を適用する。

この場合において、同規程第６条及び別表

中「課長」とあるのは「図書館長及びセン

ター長」と、「課長補佐」とあるのは「図

書館長以外の教育機関の長及び図書館長代

理（図書館長代理が置かれていない場合に

あっては、図書館長）及びセンター長補佐」

とする。 

２ 門真市立幼稚園及び門真市立保育園の事

務に係る専決事項（人事に関する事項に限

る。）は、門真市教育委員会事務局事務処

理規程別表第１号の規定を適用する。この

場合において、同規程別表第１号中「課長」

とあるのは「園長」と、「課長補佐」とあ

るのは「園長代理」と、「上席主任」とあ

２ 門真市立幼稚園及び門真市立保育園の事

務に係る専決事項（人事に関する事項に限

る。）は、門真市教育委員会事務局事務処

理規程別表第１号の規定を適用する。この

場合において、同規程別表第１号中「課長」

とあるのは「園長」と、「課長補佐」とあ

るのは「園長代理」と、「上席主任」とあ
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改正後 改正前 

るのは「主任保育士」とする。 るのは「主任保育士」とする。 

  

（代決） （代決） 

第６条  

１ 略 

第６条  

１ 略 

２ 教育機関等の長（図書館長及び園長を除

く。）が専決する事項について、教育機関

等の長が不在であるときは、当該事項に係

る事務を担当する上席主任が置かれている

場合にあっては当該上席主任が、当該事項

に係る事務を担当する上席主任が置かれて

いない場合にあっては当該事項に係る事務

を担当する主任が代決する。 

２ 教育機関の長（図書館長及び園長を除

く。）が専決する事項について、教育機関

の長が不在であるときは、当該事項に係る

事務を担当する上席主任が置かれている場

合にあっては当該上席主任が、当該事項に

係る事務を担当する上席主任が置かれてい

ない場合にあっては当該事項に係る事務を

担当する主任が代決する。 

３ 図書館長代理又はセンター長補佐が専決

する事項について、図書館長代理又はセン

ター長補佐が不在であるときは、当該事項

に係る事務を担当する上席主任が置かれて

いる場合にあっては当該上席主任が、当該

事項に係る事務を担当する上席主任が置か

れていない場合にあっては当該事項に係る

事務を担当する主任が代決する。 

３ 図書館長代理又はセンター長補佐が専決

する事項について、図書館長代理又はセン

ター長補佐が不在であるときは、当該事項

に係る事務を担当する上席主任が置かれて

いる場合にあっては当該上席主任が、当該

事項に係る事務を担当する上席主任が置か

れていない場合にあっては当該事項に係る

事務を担当する主任が代決する。 

４～５ 略 ４～５ 略 

附 則 

 この規程は、平成26年４月１日から施行する。 
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議案第18号 

 

門真市学校プール運営委員会細則の一部改正について 

 

 門真市学校プール運営委員会細則（昭和42年門真市教育委員会細則第１号）の一部

を次のように改正するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、所要の改正を行うにつき、本案を提出する

ものである。 
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門真市学校プール運営委員会細則の一部を改正する細則 

  

門真市学校プール運営委員会細則（昭和42年教育委員会細則第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改正後 改正前 

第２条 運営委員会の委員は、次の職にある

ものをもつて充てる。 

第２条 運営委員会の委員は、次の職にある

ものをもつて充てる。 

⑴ 略 ⑴ 略 

⑵ 学校教育部学校教育課長、生涯学習部

生涯学習課長及び指導主事 

⑵ 学校教育部学校教育課長、生涯学習部

地域教育文化課長及び指導主事 

⑶～⑹ 略 ⑶～⑹ 略 

附 則 

この細則は、平成26年４月１日から施行する。 
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議案第19号 

 

門真市特別支援教育就学奨励費支給規則等の廃止について 

 

 門真市特別支援教育就学奨励費支給規則（昭和47年門真市教育委員会規則第１号）

等の一部を次のように廃止するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年４月１日付け機構改革に伴い、規則の廃止を行うにつき、本案を提出する

ものである。 
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門真市特別支援教育就学奨励費支給規則等を廃止する規則 

 

次に掲げる規則は、廃止する。 

⑴ 門真市特別支援教育就学奨励費支給規則（昭和47年門真市教育委員会規則第１

号） 

⑵ 就学援助費支給規則（昭和51年門真市教育委員会規則第12号） 

⑶ 門真市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則（昭和53年門真市教育委員会規則

第７号） 

⑷ 門真市私立幼稚園児保護者補助金交付規則（昭和61年門真市教育委員会規則第

６号） 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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議案第20号 

 

平成26年度門真市教育の重点について 

 

平成26年度門真市教育の重点を次のとおり定めるにつき、教育委員会の議決を求め

る。 

 

平成26年３月26日 提出 

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

平成26年度における門真市の学校教育及び生涯学習に関する一般方針を定めるにつ

き、本案を提出するものである。 
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議案第21号 

 

平成26年度門真市教育委員会小・中学校教職員研修の基本方針 

の策定について 

 

 平成26年度門真市教育委員会小・中学校教職員研修の基本方針を策定するにつき、

教育委員会の議決を求める。 

 

  平成26年３月26日 提出 

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介   

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 平成26年度門真市教育委員会小・中学校教職員研修の基本方針を策定するにつき、

本案を提出するものである。 

 



106 

平成 26 年度 

門真市教育委員会 小・中学校教職員研修の基本方針 

  

門真市教育委員会 

 

門真市教育委員会では、「門真市教育の重点」に基づき、授業改善を中心に、

昨今の教育課題に対応した研修やキャリアステージに応じた研修を実施し、力

ある教職員の育成を推進します。 

 

１ 教職員のキャリアステージに応じた研修 

 初任者、教職経験の浅い教職員、１０年目教職員、ミドルリーダー、管理職

など、教職員のキャリアステージに応じた研修を実施します。 

 

２ 授業改善に重点を置いた研修 

 門真市学力向上対策委員会の具体的提言に示された授業改善を図るため、学

習評価も含む日々の授業づくりや、研究授業に結びつく研修を実施します。 

   

３ 門真市の教育課題に対応した研修 

 門真市学力向上対策委員会の具体的提言で示された生徒指導の改善を図るた

め、望ましい生徒指導のあり方についての研修や、いじめ・不登校・体罰防止

についての研修を実施します。  

 

４ 校内研修支援 

 各学校における校内研修の活性化を図るため、担当指導主事やスクールアド

バイザー等による校内研修支援を行います。 
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議案第22号 

 

門真市生涯学習推進基本計画の策定について 

 

 門真市生涯学習推進基本計画を策定するにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

平成26年３月26日 提出  

 

門真市教育委員会教育長 三宅 奎介 

 

 

 

 

 

 

 

 



諸　報　告

番　号 報　　告　　事　　項 報　　告　　者

1
門真市豊かな人間性をはぐくむ取組推進事業補助金
交付要綱の制定について

寺西学校教育課長

2 平成25年度門真市教育フォーラムについて 岩佐学校教育課参事

3
「第３回門真市中学生英語プレゼンテーションコン
テスト」の結果について

脊戸地域教育文化課長

4 市立文化会館ふれあいまつりについて 脊戸地域教育文化課長

5 市立公民館まつりについて 脊戸地域教育文化課長

6
平成25年度末・26年度当初における教職員人事異動
の概要について

上甲学校教育課参事
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